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はじめに 

西播磨東部地域には、県内で加古川に次ぐ流域面積を誇り、「播磨五川」にも数え

られる揖保川と富島川の 2 つの水系があり、地域に恵みと潤いをもたらすとともに、

人々の生活を支えてきた。 

これら河川は、平時は穏やかで人々に親しまれているが、一旦増水し氾濫すると、

その姿は豹変し、人々の生活や地域の社会経済活動に大きな影響を与えてしまう。 

特に、近年では、予測できない集中豪雨いわゆるゲリラ豪雨が頻発し、全国的にも

30 年前と比較すると、猛烈な雨（80mm/h 以上）が降る回数が、約 1.6 倍に増加して

いる。 

西播磨東部地域においても、平成 21 年 8 月の台風 9 号により、各所で床上・床下

などの浸水被害が発生し、広範囲に多大な影響が生じるなど、従来の治水対策だけで

対応することが困難となっている。 

このため、県では、平成 24 年 4 月、全国に先駆け、浸水の発生を抑制し被害を軽

減することを目的に「総合治水条例」を施行し、これまでの「ながす」河川下水道対

策はもとより、校庭や公園での雨水貯留等の「ためる」流域対策や、浸水ハザードマ

ップ・氾濫予測等の情報提供など「そなえる」減災対策について、県・市町・県民が

協働して取り組む「総合治水」を推進していくこととした。さらに、総合治水の取り

組みの推進にあたっては、河川管理者である国とも連携を図っていく。 

本計画は、「総合治水条例」第 6 条及び第 7 条に基づき、市町の長、住民の代表、

学識経験者、国、県で構成する協議会から意見を聴いて、西播磨東部地域における総

合治水の基本的な目標、推進に関する基本的な方針、河川下水道対策、流域対策、減

災対策等についてとりまとめたものである。 

なお、本計画については、計画目標を概ね 10 年間とし、その中で、各取り組みの

進捗状況の把握、地域ニーズへの対応等の観点から適宜、計画の見直しを行っていく

こととしている。 
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1. 計画地域の概要 

1-1. 計画地域の概要 

西播磨東部地域（揖保川流域圏）（以下、計画地域）は、揖保川流域、富島川流域

で構成される。揖保川は、兵庫県宍粟市藤無山(標高 1,139m)を源流とし、宍粟市曲里

地先で引原川と合流し、さらに伊沢川、菅野川、栗栖川、林田川などを合流しつつ播

州平野を流下し、河口付近で中川を分派し、姫路市網干区で瀬戸内海播磨灘に注ぐ一

級河川である。幹川流路延長約 70km、流域面積約 810km2であり、流域にはたつの市

をはじめとする 3 市 2 町を含む。 

富島川は、その源流を碇岩地区の丘陵に発し、東に流れ揖保川右岸に位置する中島

地区で流れを南に変え、たつの市御津町の釜屋地区を縦貫して、大川を合流した後、

播磨灘にそそぐ二級河川である。法定河川延長は富島川本川 2,295m、大川 500m、流

域面積約 8.3km2である（表 1-1 参照）。 

 

表 1-1 計画対象河川一覧 

法河川延長 流域面積
（km） （ ）

揖保川 揖保川 いぼがわ 64.056 810 姫路市、たつの市、宍粟市、太子町、神河町
蟠洞川 ばんどうがわ 1.148 姫路市
中川 なかがわ 2.400 姫路市、たつの市
元川 もとかわ 1.160 たつの市
前川 まえかわ 2.500 たつの市
瀬戸川 せとがわ 2.564 たつの市
西瀬戸川 にしせとがわ 0.970 たつの市
林田川 はやしだがわ 10.520 姫路市、たつの市、宍粟市、太子町
山根川 やまねがわ 2.300 たつの市
佐見川 さみがわ 3.100 姫路市
安志川 あじがわ 0.600 姫路市
三森川 みもりがわ 1.500 姫路市
馬路川 うまじがわ 3.270 たつの市
中垣内川 なかがいちがわ 6.330 たつの市
古子川 ふるこがわ 5.200 たつの市
子犬丸川 こいぬまるがわ 4.930 たつの市
十文字川 どじがわ 1.500 たつの市
栗栖川 くりすがわ 19.189 たつの市
札楽川 ふだらくがわ 2.500 たつの市
善定川 ぜんじょうがわ 1.500 たつの市
福原川 ふくはらがわ 1.150 たつの市
篠首川 しのくびがわ 4.100 たつの市
上笹川 かみざさがわ 0.460 たつの市
菅野川 すがのがわ 12.855 宍粟市
滝川 たきがわ 1.650 宍粟市
三谷川 みたにがわ 2.400 宍粟市
伊沢川 いそがわ 13.628 宍粟市
梯川 かけはしがわ 3.700 宍粟市
母栖谷川 もすだにがわ 0.800 宍粟市
頃谷川 ころだにがわ 1.600 宍粟市
岡城川 おかじろがわ 1.200 宍粟市
染河内川 そめごうちがわ 10.100 宍粟市
引原川 ひきはらがわ 31.718 宍粟市
谷川 たにがわ 1.300 宍粟市
小野川 おのがわ 0.650 宍粟市
斉木川 さいきがわ 5.500 宍粟市
千保川 ちほがわ 0.400 宍粟市
水谷川 みずたにがわ 2.000 宍粟市
皆木川 みなきがわ 1.400 宍粟市
音水川 おんずいがわ 1.450 宍粟市
道谷川 どうだにがわ 2.250 宍粟市
深河谷川 ふかたにがわ 0.300 宍粟市
福知川 ふくちがわ 2.800 宍粟市、神河町
草木川 くさきがわ 10.250 宍粟市
公文川 くもんがわ 3.500 宍粟市
東公文川 ひがしくもんがわ 2.500 宍粟市
黒原川 くろはらがわ 4.500 宍粟市

富島川 富島川 とみしまがわ 2.345 8.3 たつの市
大川 おおかわ 0.545 たつの市

水系 河川 関係市町
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(1) 土地利用・人口・交通網 

土地利用については、最も多いのが山地であり、そのうち宍粟市が最大の面積とな

っている（表 1-2 参照）。また、宅地等市街地は中・下流部に集中しており、特に、

太子町は市街地が 45.7％を占めており、市街化が進んでいる（図 1-1、図 1-2 参照）。 

人口については、約 15 万人が居住しており、市街地が多く分布する下流部に集中

する傾向がある。また、姫路市、太子町は、人口が若干増加しているが、宍粟市、た

つの市は、減少している（表 1-3、図 1-3 参照）。 

交通網については、上流部では国道 29 号が揖保川沿いに並走している。中流部で

は中国縦貫自動車道が揖保川を横断し、林田川沿いの国道 29 号、栗栖川沿いの国道

179 号、JR 姫新線がある。下流部では、山陽新幹線、JR 山陽本線などの鉄道や、山

陽自動車道、国道 2 号、250 号、太子竜野バイパスなどの道路が揖保川を横断してい

る（図 1-4 参照）。 

 

表 1-2 計画地域内の土地利用別面積 

区分 
計画地域内の土地利用別面積(km2) 

水田 畑地 山地 市街地 水域 その他 合計 

揖保川流域 

姫路市 7.5 0.8 63.8 5.2 2.7 1.6 81.6

たつの市 33.6 2.0 112.8 17.1 9.0 3.9 178.4

宍粟市 27.6 1.3 478.5 9.6 4.0 3.9 524.9

太子町 3.0 0.1 0.3 3.7 0.4 0.6 8.1

神河町 0.1 0.0 16.9 0.0 0.0 0.0 17.0

揖保川流域 合計 71.8 4.2 672.3 35.6 16.1 10.0 810.0

富島川流域 たつの市 2.6 0.5 3.3 1.6 0.1 0.2 8.3
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図 1-1 土地利用割合 

 

表 1-3 関係市町の人口の推移 

市町 平成 17年 平成 22年 

姫路市 536,232 536,338

たつの市 81,561 80,541

宍粟市 43,302 40,945

太子町 32,555 33,439

出典：国土数値情報 土地利用データ(平成 21年度)

出典：国勢調査

出典：国土数値情報 土地利用データ(平成 21年度)
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図 1-2 土地利用 

上流部：引原川合

流点より上流 

中流部：引原川合

流点～栗栖川合

流点 

下流部：栗栖川合

流点～河口部 

出典：国土数値情報 土地利用データ(平成 21年度)
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図 1-3 人口 

上流部：引原川合

流点より上流 

中流部：引原川合

流点～栗栖川合

流点 

下流部：栗栖川合

流点～河口部 

出典：平成 22年度国勢調査 世界測地系 500m メッシュ
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図 1-4 交通網 

上流部：引原川合

流点より上流 

中流部：引原川合

流点～栗栖川合

流点 

下流部：栗栖川合

流点～河口部 
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(2) 地質・地形(揖保川水系河川整備計画(国管理区間からの引用) 

計画地域の地形・地質については次の通りである（図 1-5、図 1-6 参照）。 

【計画地域：上流部（引原川合流点上流）】 

流域上流部は、河床勾配が約 1/100 であり、川幅は 50～90m 程度である。 

地形は中国山地東縁をなす大～中起伏の播但山地（標高 500～1,000m）である。 

地質は古生代ペルム紀から中生代トリアス紀に形成された、頁岩あるいは粘板岩を

主体とし、砂岩、石灰岩、緑色岩を伴う地層（付加体）が土台を構成して分布する。

この地層上に生野層群と呼ばれる流紋岩類や火山砕屑岩類が広く分布している。 

 

【計画地域：中流部（栗栖川合流点～引原川合流点）】 

流域中流部は、河床勾配が約 1/200～1/300 であり、川幅は 70～360m 程度である。 

地形は吉備高原東端の小起伏の西播山地（標高 300～500m）これらの山頂部付近に

は隆起準平原の名残と考えられる平坦面が残っている。 

地質は泥岩、砂岩を主体とし緑色岩を伴う中生代ジュラ紀に形成された地層（付加

体）が土台を構成して分布する。この地層上に生野層群、相生層群と呼ばれる流紋岩

類や火山砕屑岩類が広く分布している。 

 

【計画地域：下流部（河口～栗栖川合流点）】 

流域下流部は、河床勾配が約1/350～1/500 であり、川幅は150～380m 程度である。 

地形は西播山地の南麓には西播丘陵と称される標高 300m 以下の丘陵群が低地部の

中を島状に点在しており、下流部に播州平野が広がる。 

地質は泥岩、砂岩を主体とし緑色岩を伴う中生代ジュラ紀に形成された地層（付加

体）が土台を構成して分布する。この地層上に相生層群と呼ばれる流紋岩類や火山砕

屑岩類が広く分布している。 
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図 1-5 地形 

上流部：引原川合

流点より上流 

中流部：引原川合

流点～栗栖川合

流点 

下流部：栗栖川合

流点～河口部 

出典：1/5000 土地分類基本調査 地形分類図(国土交通省 国土政策局 国土情報課 HP)

富島川流域 

揖保川流域 
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図 1-6 地質 

上流部：引原川合

流点より上流 

中流部：引原川合

流点～栗栖川合

流点 

下流部：栗栖川合

流点～河口部 

出典：1/5000 土地分類基本調査 表層地層図(国土交通省 国土政策局 国土情報課 HP)

富島川流域 

揖保川流域 
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(3) 気候 

揖保川流域は、上流部は中国山地、下流部は瀬戸内海に面した平野、丘陵により成

り立っているため、流域の気候は大きく分けて上流部と中下流部の 2 つに分かれる。 

 

 1) 計画地域：上流部 

気温については、一宮測候所を対象にみると、8 月（月平均気温約 26℃）が最も高

く、1 月（月平均気温約 2℃）が最も低い状況となっており、12 月～3 月の月平均気

温は 5℃以下である。年間降水量は、上流部では約 1,800mm と多い（図 1-7、図 1-8

参照）。 

 

 2) 計画地域：中下流部 

気温については、流域近傍の姫路測候所を対象にみると、8月（月平均気温約 28℃）

が最も高く、1 月（月平均気温約 4℃）が最も低い状況となっており、12 月～3 月の

月平均気温は 10℃以下である。年間降水量は、下流部では約 1,200mm と少ない瀬戸内

海型気候となっている（図 1-7、図 1-8 参照）。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-7 年平均等雨量線図 

(S56～H22 年までの 30年間の平均) 
図 1-8 月別平均降水量・気温、年間降水量

(S59 年～H25 年までの 30 年間の平均) 

一宮(年間降水量：1,774mm) 

姫路(年間降水量：1,235mm) 

出典：揖保川水系河川整備計画(国管理区間)
出典：気象庁資料
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(4) 自然環境(揖保川水系河川整備計画(国管理区間)及び揖保川水系河川整備基本方

針(揖保川水系流域及び河川の概要)からの引用) 

揖保川は感潮区間、連続する瀬と淵といった場で構成され多様な環境を有している。 

揖保川では、河床勾配や河床材料、川幅、生物の生息・生育・繁殖状況等から、上

流部、中流部、下流部となり、下流部は、さらに栗栖川合流点から浜田井堰・中川床

固と浜田井堰・中川床固から河口に区分することができる（図 1-9 参照）。 

 

 1) 計画地域：上流部 

針葉樹林や広葉樹林の混交林や、ブナやイヌブナなどの貴重な林も見られる豊かな

森林で覆われている。 

河床勾配が急で渓谷が発達しており、ヤマセミ、カワセミなどの鳥類、特別天然記

念物のオオサンショウウオなど多種多様な生物がみられる。 

その他に確認された種として魚類では、カワヨシノボリやウグイ、清らかな流れの

環境を好むスナヤツメなどが確認されている。 

底生動物としては、早瀬にヨシノマダラカゲロウ（幼生）などが確認されている。 

ほ乳類については、周辺に山が接近していることから、森林を主要な生息の場とす

る中型から大型の哺乳類がみられ、テンやアナグマ、ニホンジカが確認されている。 

 

 2) 計画地域：中流部 

農地に集落が点在する山間の平地部を蛇行しながら流れており、河床は連続した

瀬・淵を形成している。 

瀬ではアユ、カワヨシノボリなどが生息し、水際にツルヨシが繁茂する穏やかな流

れにはオヤニラミが生息している。また「丸石河原」と呼ばれる礫河原にはアイヌハ

ンミョウ、イカルチドリ、カワラハハコ、カワラサイコ、フジバカマなど河原に固有

の動植物が生息、生育、繁殖している。特にアイヌハンミョウは「兵庫の貴重な自然 

兵庫県版レッドリスト 2012」で C ランク、カワラハハコ群落については「兵庫の貴

重な自然兵庫県版レッドリスト 2010」で A 及び C ランクに位置づけられている。 

その他にこのような環境で確認された生物として底生動物では、淵などの流れの緩

やかな砂地にモンカゲロウなどが確認されている。 

鳥類ではミサゴ、カイツブリが確認されており、両生類ではアマガエルが確認され

ている。 

ほ乳類については、ツルヨシなどの草丈の高いイネ科草本が優先する群落で、カヤ

ネズミが確認されており、陸上昆虫としてはグンバイトンボ、ゲンジボタルが確認さ

れている。 

 

 3) 計画地域：下流部 

【栗栖川合流点から浜田井堰・中川床固】 

沿川には水田や住宅地、市街地が広がる。この区間は川幅が広く、高水敷には河川

公園が整備され多くの市民の利用や様々な行事が催されている。そこに繁茂している

オギ群落はオオヨシキリの繁殖場所となっている。また砂礫地の中洲では、約 200 羽
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のユリカモメの採食、休息、羽づくろい等が確認されている。流れは比較的緩やかと

なりワンドやたまりなどが形成され、メダカ、タナゴ類などが生息できる環境となっ

ている。 

その他にこのような環境で確認された生物として底生動物では、淵などの流れの緩

やかな砂地にトウヨウモンカゲロウ等が確認されている。 

両生類としては、ワンドやたまりにニホンアカガエルが確認されており、陸上昆虫

では、ホンサナエ、トノサマバッタ等が確認されている。 

植物としては、砂礫地にミゾコウジュ、カワヂシャなどが確認されている。 

人工ワンドでは、本川とは異なった止水環境を形成することで、メダカなど止水性

の生物の生息空間、出水時の魚類等の避難場所が創出されている。 

揖保川、中川の分派地点には大きな中州が存在し、｢兵庫の貴重な自然 兵庫県版レ

ッドリスト 2010｣におけるランク C とされているエノキ・ムクノキ群落からなる河畔

林が形成されている。平野部に残されたエノキ・ムクノキ群落は、ほとんどが遷移が

進んで照葉樹林化しているが、中州に残されたエノキ・ムクノキ群落は冠水により照

葉樹の発達がなく、エノキを食草とするテングチョウ、ゴマダラチョウの昆虫類や、

動植物相が豊富な自然度の高い環境となっている。 

 

【浜田井堰・中川床固から河口】 

 河口部の瀬ではアユの良好な産卵場となっている。また近畿地方でも有数の干潟が

形成されており、ハマサジ、アイアシ、ハママツナ、ホソバノハマアカザ、ウラギク、

ナガミノオニシバ、イソヤマテンツキ、フクドなどの貴重な塩沼植生域となっていた

り、ハクセンシオマネキなどの多様な生物の生息・生育環境としても機能している。 

 魚類では、礫底から砂、泥底に移行するところでは、エドハゼ、クボハゼなどが確

認されている。なお、1km より下流側は泥質の干潟帯が発達しており、トビハゼが確

認されている。 

 鳥類では、干潟で、シロチドリ、コチドリ、カモメ、アカツクシガモが確認されて

いる。 
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図 1-9 生物の生息、生育状況 

植物：ブナ、イヌブナ等 

鳥類：ヤマセミ、カワセミ等 
両生類：オオサンショウウオ等 
魚類：カワヨシノボリ、ウグイ、スナヤツメ等 

底生動物：ヨシノマダラカゲロウ（幼生）等 
哺乳類：テン、アナグマ、ニホンジカ等 

植物：ツルヨシ、カワラハハコ、カワラサイコ、
フジバカマ等 

鳥類：ミサゴ、カイツブリ、イカルチドリ等 

両生類：アマガエル等 
魚類：アユ、カワヨシノボリ、オヤニラミ等 
昆虫類：アイヌハンミョウ、グンバイトンボ、ゲ

ンジボタル等 
底生動物：モンカゲロウ等 
哺乳類：カヤネズミ等 

【栗栖川合流点から浜田井堰・中川床固】 
植物：オギ、ミゾコウジュ、カワヂシャ、エノ

キ、ムクノキ等 
鳥類：オオヨシキリ、ユリカモメ等 
両生類：ニホンアカガエル等 

魚類：メダカ、タナゴ類等 
底生動物：トウヨウモンカゲロウ等 
昆虫類：ホンサナエ、トノサマバッタ、テング

チョウ、ゴマダラチョウ等 

【浜田井堰・中川床固から河口】 
植物：ハマサジ、アイアシ、ハママツナ、ホソ

バノハマアカザ、ウラギク、ナガミノオ

ニシバ、イソヤマテンツキ、フクド等 
鳥類：シロチドリ、コチドリ、カモメ、アカツクシ

ガモ等 

魚類：エドハゼ、クボハゼ、トビハゼ等 
底生動物：ハクセンシオマネキ等 

上流部：引原川

合流点より上流 

中流部：引原川合

流点～栗栖川合

流点 

下流部栗栖川合

流点～河口部 

揖保川流域 

富島川流域 
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(5) 歴史・文化(揖保川水系河川整備基本方針(揖保川水系流域及び河川の概要)及び国

土交通省 HP 揖保川の歴史からの引用) 

 1) 生活 

揖保川流域は、姫路市、たつの市、宍粟市、太子町、神河町の兵庫県内の 3 市 2 町

に及んでおり、平成 17 年～18 年にかけて市町合併が実施されている。  

揖保川の源流は中国山地の藤無山に発して南流し、途中、引原川、栗栖川などの支

川を合わせながらたつの市に入り、さらに林田川を合流して姫路市の西端に至って中

川を分派しながら播磨灘へと注ぐ幹線流路延長 70km、流域面積 810km2の一級河川で

ある。 

昔から、流域の人たちの生活や産業の振興に大きく貢献し、農業用水をはじめ流水

を動力源とした水中製粉や、高瀬舟によって網干から山崎町出石浜まで、素麺や醤油

といった産物の輸送などが盛んに行われてきた。農業用水は、弥生時代から始まった

と言われており、6 世紀中頃には、西宮山古墳から用水路建設や農作業に用いたと思

われる木鍬の鉄の刃が出土し、農業用水路の建設が行われていたことがうかがえる。

現在も揖保川には多くの井堰が設けられており、農業用水としての利用も盛んに行わ

れている。 

 

 2) 歴史、文化遺産 

「揖保」の由来は「播磨国風土記」によると、播磨の国神「伊和
い わ の

大神
おおかみ

」と渡来神「天日
あ ま の

槍
ひぼこ

」が国を争ったとき、伊和大神が大慌てに食事をしながら川をさかのぼる途中、

口から飯粒がこぼれた。その地を「 粒
いいぼの

丘
おか

」と呼ぶようになり、転じて「揖保」とな

ったとある。伊和大神は揖保川上流一宮町の伊和神社に鎮まっておられる。  

揖保川流域における史跡・天然記念物として、国指定史跡である「吉島古墳」や「新

宮宮内遺跡」が存在し、古くから人々が文化を形成していたことがわかる。また、「觜

崎の屏風岩」や「龍野のカタシボ竹林」などの天然記念物や揖保川の清流によって川

底の岩塊が洗い出されてできた多くの奇岩からなる名勝「十二ン波」がある。 

龍野は城下町として栄え、歴史文化遺産をとどめており｢播磨の小京都｣と呼ばれて

いるほか、童謡｢赤とんぼ｣に因み｢童謡の里｣として文化情報発信地となっている。「龍

野城」を中心とした「龍野の城下町」と一体となった揖保川の河川景観(たつの市龍

野橋周辺)は、兵庫県レッドデータブックに貴重な河川景観として紹介されており、

永富家住宅は江戸時代に建築されたもので、その構えは地方豪農の生活を知ることの

できる重要な建造物である。 

太子町の斑鳩寺は聖徳太子によって開祖された霊刹で、現在は本尊に釈迦如来像・

薬師如来像・如意輪観音像の三尊を奉る天台宗の寺院となっている。 

 

 3) 利用、イベント 

揖保川流域には、上流に広がる山地には国定公園の「氷ノ山後山那岐山国定公園」、

県立自然公園の「音水ちくさ県立自然公園」、「雪彦峰山県立自然公園」がある。また、

揖保川の水面および高水敷を利用した夏祭りやイベントが数多く開催されている。夏



 

 

 

 

14

季には花火大会が各地で開催されるほか、鮎釣り大会、いかだ下り大会、流し雛など

水面を利用したイベントが多数開催される。 

 

 4) 洪水被害 

揖保川は過去から大きな洪水被害をもたらしてきたことが記録されている。特に下

流部は大洪水のたびに流路を変えて田畑や家屋を洗い流し、人びとの疲弊は甚だしく、

復旧をあきらめ「永代荒地」を藩に願い出るほどであった。 

江戸時代の元禄年間、河口に近い上余部村の庄屋岩村源兵ヱは困窮する村人を洪水

被害から守るため、私財を投じて堤防に若松九百八十本を植樹し決壊を防いだと伝え

られている。その後、「余部の千本松」として明治の中頃まで美しい姿を清流にうつ

した景観も虫害などにより絶えて久しく、わずかにその名を記した石碑が建つのみで

あったが、平成 2年より「桜づつみモデル事業」としてサクラ植樹や松並木の復元に

取り組み、源兵ヱの功績を偲ぶとともに水害の教訓を伝えている。 

古くから住民主体による治水の考え方が根付いており、今では全国でも珍しい「畳

堤」が存在する河川である（図 1-10 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-10 畳堤 

畳堤での水防訓練 畳堤（たつの市旭橋付近） 
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図 1-11 歴史・文化に係わる施設位置 

上流部：引原川合

流点より上流 

中流部：引原川合

流点～栗栖川合

流点 

下流部栗栖川合

流点～河口部 

伊和神社 

吉島古墳 

新宮宮内遺跡 

觜崎の屏風岩 

龍野のカタシボ竹林 

十二ン波 
龍
野

城 

斑鳩寺 

音水ちくさ県立自然公園 

雪彦峰山県立自然公園 

氷ノ山後山那岐山国定公園 

西宮山古墳 

畳堤 

畳堤 
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1-2. 洪水被害の発生状況 

計画地域のうち、揖保川流域では昭和 45 年 8 月、昭和 51 年 9 月、平成 2 年 9 月、

平成 16 年 8 月、平成 16 年 9 月、平成 21 年 8 月、平成 23 年 8 月～9月、平成 24 年 6

月～7月などこれまで何度も洪水が発生してきた（表 1-4、図 1-12 参照）。 

 

・ 昭和 51 年 9 月の台風 17 号により浸水面積 2,782ha、床上浸水 1,457 戸、床下

浸水 1,577 戸が発生 

・ 平成 21 年 8 月の台風 9 号により、上流域を中心に甚大な浸水被害がもたらさ

れ、浸水面積 292ha、床上浸水 120 戸、床下浸水 408 戸の被害が発生 

・ 平成 23 年 8 月から 9月にかけての台風 12 号及び豪雨により、床下浸水 3戸が

発生 

・ 平成 24 年 6 月から 8月にかけての梅雨前線豪雨では、床下浸水 12 戸の被害が

発生 

 

表 1-4 過去の洪水による被害発生状況 
一般資産等被害

宅地その他 農地 計 床下浸水 床上浸水 半壊 全壊流出 計 （千円）

S45 8.13-8.23
台風第9号、第10号及

び集中豪雨
浸水、破堤、浸水、
溢水、内水、土石流

揖保川 揖保川　他 908,000 2,269,000 3,177,000 917 162 1 1,080 127,111

S51 9.7-9.14 台風第17号と豪雨
破堤、有堤部溢水、
無堤部浸水、内水

揖保川 揖保川　他 11,245,000 16,578,000 27,823,000 1,577 1,457 1 3,035 2,268,173

H2 9.11-9.20 豪雨、台風第19号 無堤部浸水、内水 揖保川 揖保川 637,000 2,531,900 3,168,900 730 65 0 1 796 1,656,887

8.27-8.31 台風16号 内水、その他 揖保川 揖保川　他 6,071 0 6,071 20 2 1 23 55,035

9.28-10.1 台風21号
有堤部溢水、内水、
その他

揖保川 栗栖川　他 97,504 0 97,504 427 49 476 561,929

有堤部溢水 揖保川 揖保川 350,303 192,700 543,003 79 17 27 1 124 831,819
有堤部溢水 揖保川 揖保川 777,765 242,600 1,020,365 133 36 64 10 243 2,575,740
有堤部溢水 揖保川 福知川 340,622 55,490 396,112 33 18 32 14 97 1,226,465
無堤部溢水 揖保川 黒原川 158,547 25,730 184,277 21 8 4 2 35 229,365
有堤部溢水 揖保川 引原川 76,402 88,000 164,402 36 4 6 2 48 290,328
無堤部溢水 揖保川 揖保川 521,899 85,250 607,149 106 37 52 9 204 1,998,466

2,225,538 689,770 2,915,308 408 120 185 38 751 7,152,183
2,225,538 689,770 2,915,308 408 120 185 38 751 7,152,183

内水 揖保川 揖保川 5 0 5 1 0 0 0 1 857
内水 揖保川 揖保川 5 0 5 1 0 0 0 1 1,216
内水 揖保川 揖保川 5 0 5 1 0 0 0 1 859

15 0 15 3 0 0 0 3 2,932
15 0 15 3 0 0 0 3 2,932

内水 揖保川 安志川 192 0 192 2 0 0 0 2 2,418
内水 揖保川 安志川 192 0 192 2 0 0 0 2 2,418

384 0 384 4 0 0 0 4 4,836
有堤部溢水 揖保川 十文字川 400 0 400 4 0 0 0 4 4,967
その他 揖保川 浦川 800 0 800 8 0 0 0 8 6,306

1,200 0 1,200 12 0 0 0 12 11,273
1,584 0 1,584 16 0 0 0 16 16,109

水害区域面積（㎡） 被害家屋棟数（棟）

合計
H21年　合計

年度 発生年月 異常気象名 水害原因 水系 主な被災河川

H21 8.8-11 台風第9号

H16

合計
H23年　合計

合計

H24年　合計
合計

H24

H23 8.30-9.7 台風第12号及び豪雨

- その他異常気象

6.29-7.8 梅雨前線豪雨

 
出典：水害統計 

 

富島川流域では、昭和 40 年 9 月、昭和 51 年 9 月などこれまで何度も洪水が発生して

きた（図 1-12 参照）。 

 

・ 昭和 40年 9 月 10 日の台風 23 号により高潮が発生し沿岸一帯が甚大な被害を受けた 

・ 昭和 51年 9 月には、台風 17 号により 2日間で 400mm の降雨が発生し、浸水家屋 1,706

戸が発生した 
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図 1-12  洪水被害概略位置図 

上流部：引原川合

流点より上流 

中流部：引原川合

流点～栗栖川合

流点 

下流部：栗栖川合

流点～河口部 

S45 台風 10 号 

S45 台風 10 号 
H21 台風 9 号 

S51 台風17 号及
び秋雨前線 

S51 台風17 号及
び秋雨前線 

S51 台風17 号及
び秋雨前線 

H2 台風 19 号 
H16 台風 16 号 

H16 台風 21 号 

H21 台風 9 号 

蟠洞川 

H2 台風 19 号
H16 台風 16 号

S40 台風 23 号
S51 台風 17 号

揖保川流域 

富島川流域 
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(1) 揖保川流域(揖保川水系河川整備計画(国管理区間)からの引用) 

 1) 昭和 45 年 8 月 21 日洪水(台風 10 号) 

台風は、21 日 8 時半頃高知県西部に上陸し、そのまま北上しながら瀬戸内海を抜け、

広島・島根県を通り日本海に抜けた。台風の通過とともに揖保川流域では 21 日 15 時

頃から雨が激しくなり、上流部では 21 日に 200 ㎜を越す豪雨を記録し、典型的な上

流多雨型降雨で台風の通過とともに、龍野地点水位は上昇を続け、最高水位 3.79m、

最大流量 2,900m3/s (引原ダム調節量 227m3/s)を記録した。 

この洪水により、被害は浸水家屋 1,079 戸（床上：162 戸、床下 917 戸）、農地、宅

地の浸水は 318ha に達し、橋梁の流失等甚大な被害を被った。また、その被害総額は

2,247 百万円に及んだ（図 1-13 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-13 昭和 45 年 8月 21 日洪水(台風 10 号)の状況 

 

揖保川が氾濫し民家が浸水（宍粟市一宮町） 末元川が氾濫（宍粟市一宮町） 

揖保川が氾濫し流失した県道6号線（曲里付近）

流失前の香島橋（たつの市新宮） 
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 2) 昭和 51 年 9 月 11 日洪水(台風 17 号および秋雨前線) 

西日本一帯に停滞していた寒冷前線は、台風 17 号の北上に伴って刺激され、8日午

後から降り始めて西日本一帯に大雨をもたらした。 

揖保川流域では、9日から11日にかけて各地点で連日150㎜程度の降雨量を記録し、

最大日雨量は下流部で 300 ㎜に達し、総雨量は 600 ㎜に及んだ。 

前線の活動による代表的な降雨で、未曾有の降雨量をもたらし、龍野地点では 3日

間にわたり指定水位を超え、最高水位は 3.61m、最大流量は 2,031m3/s を記録したが、

本川の溢水、堤防の決壊の被害は免れた。 

しかし、支川を中心に被害が相次ぎ、栗栖川では、堤防の決壊、溢水、橋梁の流失

等が発生した。また、上流部の宍粟市一宮では、大規模山崩れが発生し、死者 3名を

出す大災害となった。 

被害は、戦後最大となり、死者 3 名、家屋浸水 3,034 戸（床上：1,457 戸、床下：

1,577 戸）、農地、宅地等の浸水 2,782ha の他、河川管理施設等の公共土木施設にも甚

大な被害をもたらし、被害総額は、8,138 百万円に及んだ（図 1-14 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-14 昭和 51 年 9月 11 日洪水(台風 17 号および秋雨前線)の状況 

 

洪水中の龍野橋の状況（たつの市）

左岸山崩れにより揖保川を堰き止められた状況（宍粟市一宮町福知付近）

馬路川内水被害の状況（たつの市揖保川町）

林田川入野橋流失（たつの市神岡町） 

揖保川が土砂で埋没し流路が 

変わった状況（宍粟市一宮町西深） 
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 3) 平成 2 年 9 月 18 日洪水(台風 19 号) 

12 日 9 時にグアム島の南東海上で発生した弱い熱帯低気圧は、北西に進んで 13 日

9 時に台風 19 号となった。その後、17 日～18 日にかけて沖縄近海を通過した後、進

路を北東に変え次第に加速し、19 日 20 時過ぎに大型で強い勢力を保って和歌山県白

浜町の南に上陸した。上陸後は本州を横断し、20 日 15 時に三陸沖で温帯低気圧に変

わった。 

揖保川流域では、12 日 16 時頃から雨が降り始め、上流の引原では 196 ㎜、中流の

神戸では176㎜、下流の龍野では194㎜の日雨量となり、龍野地点では最高水位3.58m、

最大流量 2,177m3/s を記録した。 

被害状況は、農地・宅地の浸水 317ha、家屋浸水 795 戸（床上：65 戸、床下：730

戸）の他、河川管理施設等公共土木施設にも被害をもたらし、被害総額は 1,656 百万

円に及んだ（図 1-15 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-15 平成 2年 9月 18 日洪水(台風 19 号)の状況 

 

流失前の神河橋（宍粟市山崎町）

宍粟橋右岸浸水状況（宍粟市山崎町）

河東大橋南側浸水状況（宍粟市山崎町） 
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 4) 平成 16 年 8 月 31 日洪水(台風 16 号) 

8 月 19 日 21 時にマーシャル諸島付近の海上で発生した台風 16 号は、その後日本の

南海上を北西に進み、29 日には奄美大島の東の海上で進路をやや北よりに変えた。30

日朝、大型で強い勢力を保ったまま鹿児島県に上陸し、ゆっくりとした速度で九州、

中国地方を縦断し、30 日夜に日本海に達し北東に進んだ。31 日昼過ぎには北海道に

再上陸し、31 日夕方にはオホーツク海に抜け、その後温帯低気圧となった。台風がゆ

っくりとした速度で進んだため、長時間にわたって暴風､高波の状態が続いた。名塩

で 1 時間当たり 50 ㎜を記録するなどの大雨や、姫路で観測史上 2 位となる最大瞬間

風速 42.5m/s を記録するなど強い風を観測した。また、一年を通して最も潮位が高い

時期でもあったことから、姫路で観測史上１位の潮位（T.P2.32m）を記録するなど、

記録的な高潮となったところもあった。 

揖保川流域では、30 日 17 時頃から雨が降り始め、上流の引原では 115 ㎜、中流の

神戸では147㎜、下流の龍野では36㎜の日雨量となり、龍野地点では最高水位3.08m、

最大流量 2,282m3/s を観測した。 

被害状況は、農地・宅地の浸水 0.6ha、家屋浸水 22 戸（床上：2戸、床下：20 戸）

の他、河川管理施設等公共土木施設にも被害をもたらし、被害総額は 55 百万円に及

んだ（図 1-16 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-16 平成 16 年 8月 31 日洪水(台風 16 号)の状況 

 

宍粟橋上流無堤地区（宍粟市山崎町） 与位の洞門（宍粟市山崎町）
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 5) 平成 16 年 9 月 29 日洪水(台風 21 号) 

9 月 21 日 3 時にグアム島の西南西海上で発生した台風 21 号は、発達しながら北西

に進み、26 日に強い勢力で沖縄本島と宮古島の間を通過した。27 日に東シナ海でほ

とんど停滞した台風は進路を北東に変えて進み、29 日 8 時半頃、暴風域を伴って鹿児

島県串木野市付近に上陸した。15 時過ぎ、高知県宿毛市付近に再上陸した後、20 時

半頃、大阪市付近に再上陸し、北陸、東北地方を通って、30 日 12 時に三陸沖で温帯

低気圧となった。 

揖保川流域では、29 日 6 時頃から雨が降り始め、上流の引原では 189 ㎜、中流の神

戸では 134 ㎜、下流の龍野では 187 ㎜の日雨量となり、龍野地点では最高水位 3.04m、

最大流量 2,228m3/s を記録した。 

支川栗栖川において、観測値では既往最大となる流量（東栗栖観測所：271m3/s）を

記録し、たつの市新宮町では堤防越流により浸水被害が発生した。 

被害状況は、農地・宅地の浸水 10ha、家屋浸水 476 戸（床上：49 戸、床下：427

戸）の他、河川管理施設等公共土木施設にも被害をもたらし、被害総額は 561 百万円

に及んだ（図 1-17 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-17 平成 16 年 9月 29 日洪水(台風 21 号)の状況 

 

たつの市新宮町浸水状況 栗栖川梅原橋下流（たつの市新宮町） 
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 6) 平成 21 年 8 月 10 日洪水(台風 9 号) 

8月 8日に日本の南で発生した熱帯低気圧は北上しながら9日21時に台風第9号と

なり、10 日に紀伊半島の南、11 日には東海と関東の南を通って、日本の東海上へ進

んだ。熱帯低気圧及び台風周辺の非常に湿った空気の影響で、8～11 日にかけて九州

～東北地方の広い範囲で大雨となり、局地的に 1 時間 80mm をこえる猛烈な雨となっ

た。兵庫県佐用町では、9 日 21 時頃に 1 時間に 89.0mm の雨量を記録し、死者 18 名、

行方不明者 2 名の甚大な被害となった。また、8～11 日までの総雨量は、近畿地方の

一部等で 8月の月降水量平年値の 2倍を超過した。 

揖保川流域では、8 日 18 時頃から雨が降り始め、上流の引原では 210 ㎜、中流の

神戸では186㎜、下流の龍野では125㎜の日雨量となり、龍野地点では最高水位3.97m、

最大流量 3,346m3/s を記録した。中流域や上流域での降雨量が多く、中・上流部では

水位が一部、計画高水位を超過した。宍粟市一宮町の上流部では計画規模を超える流

量が流下し、計画高水位を約 1m 上回る水位を記録した。 

被害状況は、農地・宅地の浸水 292ha、家屋浸水 628 戸（床上：120 戸、床下：408

戸）、家屋全半壊 223 戸の他、河川管理施設等公共土木施設にも被害をもたらし、被

害額は 7,152 百万円に及んだ。なお、これらの被害の殆どは、中・上流部で発生した

ものである（図 1-18 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-18 平成 21 年 8月 10 日洪水(台風 9 号)の状況 

安積橋下流浸水状況（宍粟市一宮町）野田橋下流浸水状況（宍粟市山崎町）
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(2) 富島川流域 

昭和 40 年 9 月の台風 23 号は、播磨沿岸に異常な高潮を発生させ、沿岸一帯は甚大

な被害を受けた。 

昭和51年9月には台風17号により2日間に400mmという未曾有の降雨を経験した。

当時水門は完成していたが、排水機場は未完成で、富島川流域では浸水家屋 1,706 戸

という大きな被害を受けた。 



 

 

 

 

25

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-19 浸水実績箇所(平成 16 年～平成 23 年実績) 

上流部：引原川合

流点より上流 

中流部：引原川合

流点～栗栖川合

流点 

下流部：栗栖川合

流点～河口部 

:浸水実績箇所 

浸水箇所図 
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1-3. 河川・下水道の整備状況 

(1) 河川の整備状況 

 1) 流下能力向上対策 

a) 揖保川流域 

昭和 21 年には、国においては、昭和 16 年洪水、昭和 20 年枕崎、阿久根台風等を

契機とした揖保川改良工事に着手し、本川右岸中島地区岩石掘削、前川導流堤、梶山

地区人力掘削、北龍野、興之浜、中島、新宮、余部地区等で築堤、護岸、中島、半田、

上川原等の樋管改築、王子橋の改築等が行われた。 

昭和 28 年には、揖保川総合開発事業総体計画を策定し、富永、刈屋、島田等の築

堤、王子橋や祗園橋の架替、中川床止や網干川の水門築堤、網干締切堤が行われた。 

昭和 41 年 3 月には一級河川の指定を受け、揖保川総合開発事業総体計画を踏襲し

た工事実施基本計画が策定された。北村、阿曽築堤、井野原護岸、片吹頭首工及び用

排水樋門、曽我井橋の改築、馬路川排水機場の整備が行われた。 

昭和 63 年 3 月には、昭和 45 年 8 月、昭和 51 年 9 月洪水と相次ぐ水害に見舞わ

れたことから、工事実施基本計画が改定され、興浜、浜田、余子浜築堤、本町橋、中

川橋、祗園橋の架替、林田川、栗栖川の改修、島田川樋門、蟠洞川樋門、宇原地区築

堤、今宿地区築堤が行われた。 

平成 19 年 3 月には、揖保川水系河川整備基本方針が策定され、本町橋の架替、興

浜引堤、栗栖川の改修、今宿かわまちづくり等を実施している。平成 21 年台風 9 号

で大きな被害を受けた中・上流部において緊急河道掘削を実施し、平成 22 年には、

引原川合流部曲里地区改修を実施している（表 1-5 参照）。 
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表 1-5 治水事業一覧(揖保川流域) 

工事名 工期

龍野地点 

基本高水  

(計画高水)

主な事業内容等 

揖保川改良工事 S21～ 2,900m3/s 

(2,900) 

 

本川右岸中島地区岩石掘削(着手) 

本川右岸前川導流堤(着手) 

本川右岸梶山地区人力掘削(着手) 

北龍野、興之浜、中島、新宮、余部地区等の築堤及び護岸

中島、半田、上川原等の樋管改築 

王子橋の改築等 

揖保川改修工事

総体計画 

S28～ 3,300m3/s 

(2,900) 

富永、刈屋、島田等の築堤 

王子橋、 園橋の架替 

中川床止、網干川の水門築堤 

網干締切堤 

揖保川工事実施

基本計画 

S41～ 3,300m3/s 

(2,900) 

北村、阿曽築堤 

井野原護岸、片吹頭首工及び用排水樋門 

曽我井橋改築、馬路川排水機場 等 

揖保川工事実施

基本計画改訂 

S63～ 3,900m3/s 

(3,300) 

興浜、浜田、余子浜築堤 

本町橋・中川橋・祇園橋の架替 

林田川改修・栗栖川改修 

島田川樋門、蟠洞川樋門 

宇原地区築堤、今宿地区築堤 等 

揖保川水系河川

整備基本方針 

H19～ 3,900m3/s 

(3,400) 

本町橋の架替・興浜引堤 

栗栖川改修 

今宿かわまちづくり事業 

曲里地区改修 等 
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b) 富島川流域 

御津町中心付近の富島川周辺の平地は、揖保川河口部に形成された三角州および海

岸に形成された沿岸砂州を立地としており、揖保川の氾濫原でもある。そのため、低

平地で水はけが悪い。 

河口部左岸に位置する成山新田は、干拓地であり、18 世紀後半より始まり、苦難を

繰り返しながら昭和 30 年代に概ね現在の形に造成されたものである。したがって、

18 世紀前半までは、左岸の海岸線は現在の水門近くまで入り込んでいたものと推定さ

れる。その名残として、水門ができるまで、富島神社前に船着場が残っていた。 

こうした周辺状況の中で、富島川は古くから、地区の排水路として、ほぼ現在の位

置に存在していた。成山新田に沿う堤防は昭和 27 年に完成している。その後、昭和

40 年に二級河川に指定され、兵庫県の管理する法定河川となった。 

低平な土地柄から古くより洪水・高潮被害に悩まされてきたが、特に昭和 40 年 9

月 10 日の台風 23 号は、播磨沿岸に異常な高潮を発生させ、沿岸一帯は甚大な被害を

受けた。そのため兵庫県では、沿川の高潮被害を防止するため、昭和 43 年度から播

磨高潮対策事業に着手した。富島川においても、昭和 44 年度より事業に着手した。 

高潮に対しては、市街地が密集しており、高い防潮堤の築造が困難であるため、下

流部に防潮水門を設けて、高潮を遮断し、内水はポンプで排水するものである。洪水

に対しては、全体計画が策定され、水門地点の計画流量を 60m3/s (平成 9 年に全体計

画の変更承認)として、河積の拡大と護岸の整備を行うものである。 

昭和 46 年に水門が完成し、水門完成後の昭和 51 年 9 月には、当地方は台風 17 号

により 2 日間に 400mm という未曾有の降雨を経験した。当時水門は完成していたが、

排水機場は未完成で、富島川流域では浸水家屋 1,706 戸という大きな被害を受けた。

その後、昭和 53 年に暫定的に 2 台のポンプが設置され、その後は大きな高潮、洪水

被害は受けていない。平成 9 年にはポンプが 1台増設された。河川改修も水門上流の

富島川および支川の大川についてはほぼ概成している。 

今後計画の完成に向けては、水門下流部の高潮堤坊の整備が必要である。平成 14

年 2 月には、河川整備基本方針が策定され、富島川の将来計画像が明らかにされた。

現在まで進められている改修は、将来計画に対して暫定的な改修と位置付けられる

（表 1-6 参照）。 

 

表 1-6 治水事業一覧(富島川流域) 

河川名 事業期間 主な事業内容等 

富島川 S44～ 防潮水門、排水機場 

S44～ 河川改修 

大川 S44～ 河川改修 
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 2) 洪水調節施設の整備 

洪水調節施設として、揖保川水系には引原ダムと安富ダムが整備されている（図 

1-20、図 1-21、図 1-22 参照）。 

 

a) 引原ダム 

引原ダムは、揖保川支川の引原川の上流に位置する多目的ダムとして昭和 32 年度

に完成した。 

 

所在地 宍粟市波賀町日の原 

目的 治水・工業用水・水力発電 

着手/竣工 1953/1957 

ダム形式 重力式コンクリートダム 

堤高 66.0m 

堤長 184.4m 

堤体積 180 千 m3 

流域面積 57.5km2 

湛水面積 88ha 

総貯水量 21,950 千 m3 

有効貯水量 18,400 千 m3 

洪水調節方法 ジェットフローゲート方式 

テンターゲート方式 

 

図 1-20 引原ダムの概要 

 

b) 安富ダム 

安富ダムは、揖保川の支川である林田川沿川地域の洪水対策と林田川の河川維持流

量の確保を目的として昭和60年度に完成した。洪水調整方法は自然調節方式であり、

人為的な調節はできない構造となっている。 

 

所在地 姫路市安富町皆河 

目的 治水・河川維持用水 

着手/竣工 1970/1985 

ダム形式 重力式コンクリートダム 

堤高 50.5m 

堤長 145m 

堤体積 103,千 m3 

流域面積 15.5km2 

湛水面積 19ha 

総貯水量 2,950 千 m3 

有効貯水量 2,550 千 m3 

洪水調節方法 自然調節方式  
 

図 1-21 安富ダムの概要 

出典：ダム便覧 出典：兵庫県 HP 

出典：ダム便覧 

出典：兵庫県 HP 
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図 1-22 ダムの位置図 

上流部：引原川合

流点より上流 

中流部：引原川合

流点～栗栖川合

流点 

下流部：栗栖川合

流点～河口部 

引原ダム 

安富ダム 

揖保川流域 

富島川流域 
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(2) 下水道（雨水）の整備状況 

計画地域では、姫路市、たつの市、宍粟市、太子町の公共下水道、特定環境保全公

共下水道の整備を計画しており、浸水被害の軽減に向け整備を実施している（表 1-7

参照）。 

 

表 1-7 計画地域における市町等の公共・特環下水道事業※1（雨水計画）の整備率 

市町等 下水道の種別 

雨水排水 

区域面積 

（ha） 

雨水整備 

済み面積 

(ha) 

整備率 

(%) 

姫路市 流域関連公共下水道 1,866.9 69.7 3.6

たつの市 

流域関連公共下水道 1,298 759 58.4

公共下水道 80 80 100

特定環境保全公共下水道 35 0 0

宍粟市 山崎町公共下水道 90 72.5 80.6

太子町 太子町公共下水道 23.5 9.6 41

※1公共下水道のうち、市街化区域以外の区域において設置されるもので、処理対象人口が概ね 1000 人

未満で水質保全上特に必要な地区において施工されるものを「特定環境保全公共下水道事業(特環下

水道事業と略す)」として、狭義の公共下水道と区別している。 
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1-4. 浸水被害軽減に係る課題 

計画地域の特性を踏まえて、河川対策、下水道(雨水)対策、流域対策、減災対策の

課題を抽出した。 

 

(1) 河川対策の課題 

① 揖保川水系河川整備計画(国管理区間)に位置付けられている昭和51年 9月の洪

水と同規模の洪水に対して、断面が不足している区間があり、築堤、河道掘削、

堤防改築などが必要である。 

② 堤防未整備区間は中上流部に集中しており、下流部の治水安全度を踏まえなが

ら、今後優先的に整備を実施する必要がある。 

③ 堤防の浸透や侵食に対して安全性が低い区間があり、背後地の人口・資産等を

踏まえ、堤防の安全性を確保するための対策が必要である。 

④ 支川である馬路川には排水樋門やポンプ場が、また蟠洞川には排水樋門が整備

されているものの、過去に内水被害が度々発生した経緯があることから、河川

管理者と市町の適切な役割分担のもと、内水による浸水被害の軽減・解消が必

要である。 

⑤ 河川改修事業は、物理的・社会的・財政的な視点から長期間を要するため、整

備の途中において昭和51年 9月の洪水を超過する洪水の発生についても考慮し、

浸水被害の軽減化を図る対策を検討する必要がある。 

 

(2) 下水道(雨水)対策の課題 

① 下水道(雨水)の整備もそれぞれの下水道計画に基づき、進捗しているが、姫路

市、たつの市、宍粟市、太子町で、整備率はそれぞれ約 4％、約 60％、約 80％、

約 40％となっており、整備途上にある。今後とも整備の推進が必要である。 

② 下水道(雨水)の整備は、完成するまでに膨大な事業費と期間を要するため、整

備途中段階での計画規模を上回る集中豪雨等による浸水被害の発生を考慮し、

流域での貯留浸透対策や浸水被害の軽減化を図る対策が必要である。 

 

(3) 流域対策の課題 

① 計画地域の下流域では、市街化の進展により、想定氾濫域に家屋等が立地して、

破堤した場合の浸水被害は甚大となる可能性がある。堤防破堤を想定した対策

が必要である。 

② 流域の多くを占める山林では、林業従事者の減少等により造林地の十分な維持

管理が行われず、森林が持つ保水力の低下や土砂災害の発生による河川への影

響が懸念されているため、継続的な森林の整備及び保全を図る必要がある。 

③ 下流部を中心に圃場から宅地開発が進んだ地域があり、内水による浸水被害が

発生している地域も見られるため、内水被害の軽減解消が必要である。 
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(4) 減災対策の課題 

① 治水面では、現行の治水計画レベルでの予防対策の充実強化はもちろんのこと、

それを超える自然外力による堤防の決壊等による浸水被害を想定したソフト対

策を準備しておく必要がある。 

② ハザードマップの認知度が、約 24%と県下全体(約 17%)に比べて高いものの、十

分に周知されておらず、行政は今後も周知を徹底するとともに、住民は災害リ

スクを知り、自ら考え、適切な行動が行えるよう、減災に対する意識の向上を

図る必要がある。 
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2. 総合治水の基本的な目標 

2-1. 計画地域 

計画の地域は、西播磨東部地域（姫路市、たつの市、宍粟市、太子町にまたがる揖

保川流域、富島川流域及びその他海域への直接放流域）とする。 

 

2-2. 計画期間 

計画の期間は、平成 26 年度から概ね 10 年間とする。 

総合治水は、浸水被害軽減を目指して、多様な主体が連携して多岐に亘る取り組み

を継続するものであることから、概ね 10 年後を見据えて、共通の認識を持って取り

組むこととする。 

なお、本計画に位置付ける取り組みは、策定（見直し）時点で関係者間の調整が整

っているなど記述可能なものに限られており、総合治水を推進するためには、各主体

が計画期間に推進する取り組みを充実させる必要がある。 

このため、本計画については、取り組みの進捗状況や災害の発生状況、社会情勢の

変化等を勘案して、適宜見直すこととする。 

 

2-3. 基本目標 

計画地域では、浸水被害による人的被害の回避又は軽減並びに県民生活及び社会経

済活動への深刻なダメージを回避するため、下記の対策を組み合わせた「総合治水」

を推進する。 

 

■ ながす：河川下水道対策 

揖保川水系(国管理区間)、富島川水系については、昭和 51 年 9 月の洪水と同規模

な洪水が発生した場合でも、家屋の浸水被害の防止または農地等の浸水被害の軽減化

を目標として、河道改修や維持管理等を実施する※。これにより平成 21 年 8 月の洪水

に対しても浸水被害の軽減が図られる。 

※揖保川水系(県管理区間)については、揖保川水系河川整備計画(県管理区間)策定後

に、その策定事項を踏まえて、本計画を見直すこととする。 

■ ためる：雨水を一時的に貯留・地下に浸透させる流域対策 

河川、下水道や水路などへの雨水の流出を抑制し、溢水などによる浸水被害を軽減

することを目標として、浸水被害が頻発している地域を中心に、田んぼダム、校庭・

公園・公共施設での貯留浸透、ため池の活用、各戸貯留、森林の保全及び整備等によ

る地域の特性を活かした流出抑制機能の向上を図る。 

■ そなえる：浸水した場合の被害を軽減する減災対策 

河川下水道対策と流域対策を講じても計画規模を上回る洪水や整備途上での施設

能力を上回る洪水により、甚大な浸水被害が発生することも想定される。特に、揖保

川下流部の築堤区間では、一度浸水すると甚大な被害が発生する可能性が高い。 

計画規模を超える自然外力による堤防の決壊等、想定を超える浸水に対する備えや

安全の確保を図る。
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図 2-1 流域の直轄管理区間、県管理区間 

上 流 部 ：引原川合

流点より上流 

中流部：引原川合

流点～栗栖川合流

点 

下流部：栗栖川合

流点～河口部 

揖保川流域 

富島川流域 

：直轄管理区間 

：兵庫県管理区間 
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3. 総合治水の推進に関する基本的な方針 

3-1. 全般 

国、県、市町、県民は、お互いに連携して河川下水道対策、流域対策、減災対策を

推進する。 

 

○ 県の責務     総合治水に関する総合的・計画的な施策の策定・実施。 

○ 市・町の責務   各地域の特性を生かした施策の策定・実施。 

○ 県民の責務    雨水の流出抑制と浸水発生への備え。 

行政が実施する総合治水に関する施策への協力。 

国は、河川管理者として、総合治水の推進について、県及び市町と連携していく。 

 

3-2. 河川下水道対策 

(1) 河川対策 

国は揖保川(国管理区間)の中上流域に集中している堤防未整備区間について河川

改修及び維持管理行う。また、堤防の浸透や侵食に対して安全性が低い区間について

は、背後地の人口、資産等を踏まえて、順次安全性を確保する対策を実施する。 

県は富島川水系における水門下流部の堤防護岸整備、河床掘削等の河川改修及び維

持管理を行う。 

市町は、揖保川及び富島川水系における準用河川及び普通河川の整備及び維持管理

を行う。 

また、大雨が予想される場合は、操作規則に基づきダムから事前放流を行う等、ダ

ムその他の河川管理施設の適正な管理を行う。 

さらに、内水による浸水被害が生じている地域については、流域の特性に応じた対

策を実施する。 

 

※揖保川水系(県管理区間)については、揖保川水系河川整備計画(県管理区間)策定後

に、その策定事項を踏まえて、本計画を見直すこととする。 

 

(2) 下水道対策 

市町は、それぞれの下水道(雨水)計画に基づき、年超過確率 1/5～1/10 程度の規模

の降雨に対して浸水を生起させないための整備及び維持管理を行う。 

近年、集中豪雨による浸水被害が多発しており、雨水の排除のみの対策だけでは限

界にきている。このため、雨水排水施設等の整備に要する期間及び効果を勘案し、雨

水貯留施設等を効果的に組み合わせるなどの方策にも取り組む（図 3-1 参照）。 
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図 3-1 河川下水道対策の体系 

3-3. 流域対策 

計画地域には、流域の 8割以上を占める山林や水田が広く分布するとともに、たつ

の市を中心にため池が多く点在している。 

県、市町及び県民は、流域対策として、これらの資源の保全を図るとともに、浸水

被害が頻発している地区を中心として、田んぼダム、校庭、公園、ため池、公共施設、

各戸貯留等を活用して、雨水貯留浸透機能を向上し、地先での内水による浸水被害の

軽減や、河川や下水道等への雨水の流出を抑制する。 

また、ポンプ施設(河川管理施設以外)については、適切な操作を実施し、堤防の決

壊を防止する。 

さらに、遊水機能を有する農地等については極力維持する。 

森林の整備及び保全により雨水貯留浸透機能の回復強化を図るとともに、異常な土

砂流出による河道への土砂堆積を防止する（図 3-2 参照）。 

国においては、県、市町及び県民が進める流域対策が、より効果的かつ効率的に実

施できるよう、適宜技術的な助言等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 流域対策の体系 

 

 

 

（1）河道対策 

（2）ダム 第 8条・第 53条 

第 9条・第 54条 

下水道の整

備及び維持

河川の整備

及び維持 

河川下水道対策 

第 10条～第 20条 

流域対策 

 

調整池の設置及び保全 （1）学校・公園その他 

大規模施設 

第 21条～第 25条 

 

土地等の雨水貯留浸透機能 

第 26条～第 30条 

 

貯水施設の雨水容量の確保 

第 31条～第 35条 

 

ポンプ施設との調整 

第 36条 

 

遊水機能の維持 

 

山地防災土砂災害対策 

第 37条 

 

森林の整備及び保全 

（2）ため池 

（3）水田

（4）各戸貯留
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3-4. 減災対策 

国、県、市町及び県民は、近年、気候変動に起因して集中豪雨が多発する傾向があ

ることから、計画規模を上回る洪水や整備途上段階での施設能力以上の洪水、いわゆ

る超過洪水により、河川から洪水があふれ出て、浸水被害が発生する可能性があるこ

とを十分に認識することが重要である。 

計画地域では破堤による被害が甚大となることが想定されるため、これらの浸水被

害が大きくなる地域を示した浸水想定区域図及びハザードマップの周知徹底を図る。 

また、雨量・水位データや河川ライブカメラ等による河川の状況に関する情報提供

を行うとともに、既存の水防に係る組織、団体等の活動内容やノウハウ、既存防災施

設等を活かして、水害が発生した場合でも被害を軽減化する対策を進める。 

さらに、建物の耐水機能や集落の浸水被害の防止対策を進めるとともに、浸水によ

る被害から速やかに生活再建できる対策に取り組む。 

減災対策については、地域特性に応じた様々な対策が各市町で取り組まれており、

これら取り組みの情報共有を図り、国、県、各市町や県民の今後の効果的な取り組み

につながるよう努める（図 3-3 参照）。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 減災対策の体系 

第 50条 

 

浸水による被害からの早期の生活の再建 

第 49条 

第 38条 

減災対策 

 

浸水が想定される区域の指定 

第 40条 

 

浸水による被害の発生に係る情報の伝達 

第 41条 

 

浸水による被害の軽減に関する学習 

第 42条 

 
浸水による被害の軽減のための体制の整備 

第 43条 

 

訓練の実施 

 

集落の浸水による被害の防止 

第 44条～第 48条 

 

建物等の耐水機能 

 

第 39条 

 
県民の情報の把握 
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4. 河川下水道対策 

計画地域においては、揖保川(国管理区間)を管理し河川対策を実施する国、富島川

を管理し河川対策を実施する県、準用河川、普通河川等に係る内水対策を所管し下水

道対策（雨水）を実施する市町が、効果的に連携しながら治水対策に取り組む。 

 

4-1. 河川の整備及び維持管理 

国は河川環境に配慮しながら「揖保川水系河川整備計画」(国管理区間)に基づき、

整備及び維持管理を行う。 

県は「富島川水系河川整備計画」に位置づけられた事業を実施するとともに、洪水

時に堤防、護岸、排水機場等の河川管理施設が十分に機能するように、適切な整備及

び維持管理を行う。また、山根川、馬路川、瀬戸川、前川、菅野川、斉木川、富島川

では、西播磨地域社会基盤整備プログラム(H26.6 策定)に基づき、整備を行う 

市町は、それぞれが管理する準用河川や普通河川等について、適切な整備及び維持

管理を行う。 

河川整備については、これまでの洪水被害等の各河川の特性を踏まえ、計画規模の

洪水を安全に流下させるための築堤、河床掘削等の整備内容のうち、本計画期間内で

実施し得る整備を着実に実施する。なお、河川対策を実施する際には、環境の保全と

創造に配慮する。 

維持管理については、国、県及び市町は土砂、流木、樹木等によって川の流れが阻

害されていないか平素から留意し、住民からの情報提供や河川の巡視によって、治水

上問題があると判断した場合には河床掘削や障害物の除去等を行い、洪水時に河川の

疎通機能を十分に発揮できるよう河道断面の維持に努める。 

また、河道内の陸地化や樹林化を抑制するための効率的な河川管理の検討に努める

（表 4-1、表 4-2、表 4-3 参照）。 

 

※揖保川水系(県管理区間)については、揖保川水系河川整備計画(県管理区間)策定後

に、その策定事項を踏まえて、本計画を見直すこととする。 
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表 4-1 河川整備計画に位置付けられた今後の河川対策 

水系名 河川名 施工区間 
地点

(km) 
施工の内容 

揖保川水系 

（国管理区間） 

揖保川 興浜地区 -0.2 本町橋の改築、河道掘削 

觜崎地区 16.0 堰の統合、改築 

上笹地区 22.2 河道掘削 

平見地区 24.6 堤防整備、河道掘削 

中比地地区 27.0 堰の改築 

野・須賀沢地区 29.2 河道掘削 

中広瀬・今宿地区 30.8 堤防整備、堰の統合、改築 

岸田地区 35.0 堰の改築 

田井地区 35.6 堤防整備 

安黒地区 41.0 堰の改築 

閏賀地区 44.0 堤防整備、堰の改築、河道掘削 

曲里地区 45.0 堰の改築、河道掘削 

中安積地区 45.9 堤防整備 

引原川 西安積・中安積地区 45.2 堤防整備 

林田川 船代・宮本地区 1.2 河道掘削 

中井・末政地区 6.6 堤防整備、堰の改築、河道掘削 

栗栖川 段之上地区 4.2 堰の統合、改築、引堤、河道掘削

新宮・芝田地区 5.4 堤防整備、堰の改築、河道掘削 

大屋・平野地区 7.0 引堤、堰の改築、河道掘削 

 

表 4-2 河川整備計画に位置付けられた今後の河川対策 

水系名 河川名 施工区間 
延長

(m) 
施工の内容 

富島川水系 富島川 河口から水門まで 約 800 低水護岸整備、河床掘削 

大川 大川最上流部 約 30 河岸整備 

 

表 4-3 その他の今後の河川対策 

水系名 河川名 施工区間 
延長

(m) 
施工の内容 

揖保川水系 山根川 たつの市龍野町末政から日飼 1,800 護岸、橋梁 等 

馬路川 たつの市揖保川町正條から黍田 2,080 護岸 等 

瀬戸川 たつの市揖保川町金剛山から馬場 520 護岸 等 

前川 たつの市揖保川町市場から馬場 3,000 護岸、橋梁 等 

菅野川 宍粟市山崎町市場 800 築堤、護岸 等 

斉木川 宍粟市波賀町斉木 520 護岸 等 

富島川水系 富島川 たつの市御津町苅屋 2,335 矢板護岸 

※揖保川(県管理区間)の施工内容については、今年度策定予定の河川整備計画で位置付ける

予定であり現在は未定である。 
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(1) 揖保川水系(国管理区間)：揖保川水系河川整備計画(国管理区間)からの引用 

国が平成 19 年 3 月に定めた揖保川水系河川整備基本方針における基本高水のピー

ク流量は、基準地点龍野において 3,900m3/s、このうち流域内の洪水調節施設により

龍野地点において 500m3/s を調節して、河道への配分流量を 3,400m3/s としている

（図 4-1 参照）。 

揖保川水系河川整備計画(国管理区間)では、過去の水害の発生状況、流域の重要度、

これまでの整備状況等を踏まえ、揖保川の長期的な治水目標である「揖保川水系河川

整備基本方針」で定められた目標に向け、上下流及び本支川バランスを踏まえた段階

的な整備により、洪水等による災害の防止及び軽減を図ることを目標とする。 

これにより、流域で甚大な被害が発生した昭和 51 年 9 月の洪水と同規模の洪水が

発生した場合でも、家屋浸水被害の防止または農地等の浸水被害の軽減を図ることが

可能となるとともに、平成 21 年 8 月の洪水に対しても浸水被害の軽減が図られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 揖保川水系河川整備計画(国管理区間)の流量配分図(整備計画目標流量) 
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 1) 揖保川
い ぼ が わ

 

昭和51年 9月の洪水規模の流量に対して、流下能力が不足している区間について、

過去の水害発生状況、背後地の重要度、社会的な諸条件等を勘案し、本支川、上下流

の治水安全度のバランスを確保しつつ、段階的に整備を実施する（図 4-2、図 4-3、

図 4-4 参照）。 

 

図 4-2 河川対策位置（下流部及び支川林田川） 

 

 

図 4-3 河川対策位置（中流部及び支川栗栖川） 

 

図 4-4 河川対策位置（中上流部及び支川引原川） 

興
おき

浜
はま

地区 

橋梁架替、河道掘削 

船代
ふなだい

・宮本
みやもと

地区 

河道掘削 

中井
な か い

・末政
すえまさ

地区 

築堤、河道掘削、堰改築

觜崎
はしさき

地区 

河道掘削、堰改築 上笹
かみささ

地区 

河道掘削、堰改築 

平
ひら

見
み

、中比地
な か ひ じ

地区 

築堤、河道掘削、堰改築

野
の

・須賀沢
す か ざ わ

地区 

築堤、河道掘削、堰改築 

段之上
だんのうえ

地区 

築堤、河道掘削、堰改築 

新宮
しんぐう

・芝
こげ

田
た

、大屋
お お や

・平野
ひ ら の

地区 

築堤、橋梁架替、河道掘削、堰改築 

中広瀬
なかひろせ

・今宿
いまじゅく

地区 

築堤、河道掘削、堰改築 

岸田
き し だ

、田井
た い

地区 

築堤、堰改築 

安黒
あ ぐ ろ

、閏賀
う る か

地区 

築堤、河道掘削、堰改築 

西安積
にしあづみ

、中安積
なかあづみ

地区 

築堤 

曲里
ま が り

地区 

河道掘削、堰改築 
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a) 興
おき

浜
はま

地区（-0.2k 付近） 

流下能力を向上させるため、本町橋の改築を継

続して実施するとともに、河口付近の河道掘削を

行う。河道掘削にあたっては、塩沼植物群落の生

育環境に配慮するとともに、感潮帯が復元できる

ような掘削形状の検討を行う（図 4-5 参照）。 

 

 
図 4-5 興浜地区の河川整備イメージ 

 

b) 觜崎
はしさき

地区（16.0k 付近） 

流下能力を向上させるため、堰の統合等

について検討し、改築を行う。堰改築に伴

い魚類等の移動の改善を図る（図 4-6 参照）。 

 

 

 

 
図 4-6 觜崎地区の河川整備イメージ 

 

c) 上笹
かみささ

地区（22.2k 付近） 

流下能力を向上させるため、河道掘削を行う。そ

の際、水際植生を極力保全するため、緩やかな勾配

による掘削を行う（図 4-7 参照）。 

 

 

 

図 4-7 上笹地区の河川整備イメージ 
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d) 平
ひら

見
み

地区（24.6k 付近)  

堤防が整備されていない地区の堤防整備を行

うとともに、流下能力を向上させるために河道掘

削を行う。河道掘削では、水際植生を極力保全す

るとともに、樹林化した丸石河原が再生できるよ

う掘削形状の検討を行う（図 4-8 参照）。 

 

図 4-8 平見地区の河川整備イメージ 

 

e) 中比地
な か ひ じ

地区（27.0k 付近） 

流下能力を向上させるため、堰の改築を行うとと

もに、魚類等の移動の改善を図る（図 4-9 参照）。 

 

 

 

 

図 4-9 中比地地区の河川整備イメージ 

 

f) 野
の

・須賀沢
す か ざ わ

地区（29.2k 付近） 

流下能力を向上させるため、河道掘削を行う。そ

の際、水際植生を極力保全するため、緩やかな勾配

による掘削を行う（図 4-10 参照）。 

 

 

 

図 4-10 野・須賀沢地区の河川整備イメージ 
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g) 中広瀬
な か び ろ せ

・今宿
いまじゅく

地区（30.8k) 

堤防が整備されていない地区の堤防整備を、宍粟市

の「かわまちづくり」と連携して行うとともに、流下

能力を向上させるために堰の統合等について検討し

改築を行う。堰改築に伴い魚類等の移動の改善を図る

（図 4-11 参照）。 

 

図 4-11 中広瀬・今宿地区の河川整備イメージ 

 

h) 岸田
き し だ

地区（35.0k 付近） 

流下能力を向上させるため、堰の改築を行う。堰改

築に伴い魚類等の移動の改善を図る（図 4-12参照）。 

 

 

 

 

図 4-12 岸田地区の河川整備イメージ 

 

i) 田井
た い

地区（35.6k 付近） 

堤防が整備されていない地区の堤防整備を行う（図 

4-13 参照）。 

 

 

 

 

 

図 4-13 田井地区の河川整備イメージ 
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j) 安黒
あ ぐ ろ

地区（41.0k 付近） 

流下能力を向上させるため、堰の改築を行う。堰改

築に伴い魚類等の移動の改善を図る（図 4-14 参照）。 

 

 

 

 

図 4-14 安黒地区の河川整備イメージ 

k) 閏
うる

賀
か

地区（44.0k 付近） 

堤防が整備されていない地区の堤防整備を行う

とともに、流下能力を向上させるために堰の改築

及び河道掘削を行う。堰改築に伴い魚類等の移動

の改善を図る。河道掘削では水際植生を極力保全

するとともに、樹林化した丸石河原が再生できる

掘削形状の検討を行う（図 4-15 参照）。 

 

図 4-15 閏加地区の河川整備イメージ 

 

l) 曲里
ま が り

地区（45.0k 付近） 

堰の改築及び河道掘削を継続的に実施し、平成

21 年 8 月の洪水に対して被災した箇所の被害軽減

を図る。堰改築に伴い魚類等の移動の改善を図る。

河道掘削では、水際植生を極力保全するとともに、

樹林化した丸石河原が再生できる掘削形状の検討

を行う（図 4-16 参照）。 

 

 

 

 

図 4-16 曲里地区の河川整備イメージ 
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m) 中安積地区（45.9k 付近） 

堤防が整備されていない地区の堤防整備を行う

（図 4-17 参照）。 

 

 

 

 

図 4-17 中安積地区の河川整備イメージ 

 

 2) 引
ひき

原川
はらがわ

 

a) 西安積
に し あ づ み

・中安積
な か あ づ み

地区（45.2k 付近） 

堤防が整備されていない地区の堤防整備を行う

（図 4-18 参照）。 

 

 

 

 

図 4-18 西安積・中安積地区の河川整備イメージ 
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 3) 林
はやし

田川
だ が わ

 

a) 船代
ふなだい

・宮本
みやもと

地区（1.2k 付近） 

流下能力を向上させるため、河道掘削を行う。その

際、水際植生を極力保全するため、緩やかな勾配によ

る掘削を行う（図 4-19 参照）。 

 

 

図 4-19 船代・宮本地区の河川整備イメージ 

 

b) 中井
な か い

・末政
すえまさ

地区（6.6k 付近） 

堤防が整備されていない地区の堤防整備を行うとと

もに、流下能力を向上させるために堰改築及び河道掘

削を行う。堰改築に伴い魚類等の移動の改善を図る。

河道掘削では、水際植生を極力保全するため、緩やか

な勾配による掘削を行う（図 4-20 参照）。 

 

図 4-20 中井・末政地区の河川整備イメージ 

 4) 栗
くり

栖
す

川
がわ

 

a) 段
だん

之
の

上
うえ

地区（4.2k 付近） 

流下能力を向上させるため堰の統合改築、引堤、河道

掘削を行う。堰改築に伴い魚類等の移動の改善を図る

（図 4-21 参照）。 

 

 

図 4-21 段之上地区の河川整備イメージ 
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b) 新宮
しんぐう

・芝田
こ げ た

地区（5.4k 付近） 

堤防が整備されていない地区の堤防整備を行うと

ともに、流下能力を向上させるために堰改築及び河道

掘削を行う。堰改築に伴い魚類等の移動の改善を図る。

河道掘削では、水際植生を極力保全するため、緩やか

な勾配による掘削を行う（図 4-22 参照）。 

 

 
図 4-22 新宮・芝田地区の河川整備イメージ 

 

c) 大屋
お お や

・平野
ひ ら の

地区（7.0k 付近） 

流下能力を向上させるため、引堤、堰改築及び河

道掘削を行う。堰改築では、統合について検討する

とともに、魚類等の移動の改善を図る。河道掘削で

は、水際植生を極力保全するため、緩やかな勾配に

よる掘削を行う（図 4-23 参照）。 

 

図 4-23 大屋・平野地区の河川整備イメージ 
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(2) ダムの事前放流 

引原ダムでは、異常洪水が想定される場合（255mm/24hr 以上）に、利水事業者の了

承のもと予備放流水位以下の利水容量分を洪水調節に利用する「事前放流」を実施す

ることとしている。ダムの事前放流とは、洪水前に洪水調節容量以外の利水容量の一

部を放流し、生じた空き容量を洪水調節容量に転化し、洪水調節の効果を向上させる

ことである（図 4-24 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-24 事前放流のイメージ 

 

 

 1) 事前放流容量 

引原ダムでは、事前放流容量 243.8 万 m3によって、洪水調節容量を 565 万 m3から

最大 808.8 万 m3まで、約 43％増加させることが可能である（図 4-25 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-25 洪水期(7/1～9/30)における引原ダムの事前放流容量 

 

 

洪水調節容量：565 万 m3 

予備放流容量：318 万 m3 

事前放流容量：243.8 万 m3 

利水容量：1,593 万 m3 

ダム堤体 

あらかじめ容量

を空けておいた

ことにより貯留

が可能 

雨水を貯留 

 

事前放流等を行い雨

水貯留容量を確保 
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 2) 事前放流実施フロー 

「引原ダム操作規則」等に基づき、下記の手順でダム天端に設けられたゲートを操

作することにより事前放流を実施し、洪水調節を行っている（図 4-26 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

図 4-26 現行の引原ダムの操作手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤なお、ダム流入量が増大し、ダム容量を超える恐れがある時は、放

流量を徐々に増加させ、最終的に放流量＝流入量とする「緊急放流

操作（ただし書き操作）」を行うことにより、ダムの安全性を確保す

る。 

① 事前放流・予備放流により貯水位を低下させ洪水を待つ 

②流入量が洪水量（100m3/s）を超えると放流停止、全量貯め込み 

※発電放流量（MAX5.5m3/s）を除く 

③流入量がピークを過ぎたことを確認後、放流再開（MAX100m3/s） 

④流入量が洪水量（100m3/s）を下回った時点で洪水調節完了 
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4-2.  下水道の整備及び維持管理 

計画地域には、姫路市、たつの市、宍粟市、太子町などの公共下水道・特定環境保

全公共下水道が整備されている。市町は、各市町の下水道計画に基づき、下水道の整

備を推進するとともに、管きょやポンプ施設について、適切に維持管理を行う。 

併せて、内水被害が頻発する地域では、雨水排水施設等の整備に要する期間及び効

果を勘案し、貯留管や貯水槽など雨水貯留施設等を効果的に組み合わせた施策を検討

するなどの取り組みを進める（表 4-4、表 4-5 参照）。 

 

表 4-4 下水道対策の推進に関する基本的な方針 

市町等 現在の取り組み 今後の取り組み 

姫路市 

・年超過確率 1/10(49.5mm/h)の規模の

洪水に対して浸水が生じないことを

目標に雨水対策に取り組んでいる。 

・今後も、現在の取り組みを継続する。 

たつの市 

・年超過確率 1/7(43.4mm/h～ 44.9 

mm/h)の規模の洪水に対して浸水が

生じないことを目標に雨水対策に取

り組んでいる。 

・今後も、現在の取り組みを継続する。 

宍粟市 

・年超過確率 1/7(50.0mm/h)の規模の

洪水に対して浸水が生じないことを

目標に雨水対策に取り組んでいる。 

・今後も、現在の取り組みを継続する。 

太子町 

・年超過確率 1/5(42.8mm/h)の規模の

洪水に対して浸水が生じないことを

目標に雨水対策に取り組んでいる。 

・今後も、現在の取り組みを継続する。 

 

 

表 4-5 計画地域における市町等の公共・特環下水道事業（雨水計画）の概要 

市町等 下水道の種別 計画降雨(mm/hr)

雨水排水

区域面積

(ha) 

供用開始 完了予定年度

姫路市 流域関連公共下水道 49.5mm/hr 1,866.9 S63 年～ 未定 

たつの市 流域関連公共下水道 43.4mm/hr 1,298 S47 年～ 未定 

公共下水道 43.4mm/hr 80 H8 年～ 未定 

特定環境保全公共下水道 44.9mm/hr 35 H1 年～ 未定 

宍粟市 山崎町公共下水道 50.0mm/hr 90 H9 年～ 未定 

太子町 太子町公共下水道 42.8mm/hr 23.5 H3 年～ 未定 
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5. 流域対策 

5-1. 調整池の設置及び保全 

(1) 調整池の設置 

開発行為を行う者は、その開発行為により浸水を発生させる可能性が高まる場合に

は、その可能性を低減するために、雨水を一時的に貯留し、雨水の流出を抑制する調

整池を設置するようにしなければならない。 

県は、1ha 以上の開発に対し、重要調整池の設置を義務付ける。 

 

(2) 施設の指定 

県は、「調整池指導要領」に基づく暫定調整池、恒久調整池の区分にかかわらず、

重要調整池以外の調整池であって、雨水の流出を抑制する機能の維持が特に必要と認

める調整池について、所有者の理解を得ながら指定調整池に指定していく。 

現在、計画地域において、調整池は 31 箇所設置（表 5-1、図 5-2 参照）されてお

り、この内、県及び市町で管理している調整池は 2箇所あり、これらの調整池は、民

間の取り組みを先導するため、「調整池指導要綱」に基づく暫定調整池、恒久調整池

の区分に係らず、条例に基づく指定調整池に指定(条例第 18 条)し、その機能維持と

適正な管理を行う。 

また、県は、民間が所有する重要調整池以外の調整池(既存調整池を含む)の内、そ

の規模や下流の浸水被害の発生状況、推進協議会の協議内容等から、計画地域におけ

る流域対策に特に必要と認める調整池を、所有者の理解を得ながら積極的に指定調整

池に指定していく。 

 

(3) 維持管理 

重要調整池及び指定調整池の所有者等はその機能維持と適正な管理を行わなけれ

ばならない(条例第 14 条)。 

また、重要調整池、指定調整池以外の調整池においても、管理者は、日常点検や維

持管理など適切な管理と機能維持に努めなければならない(条例第 17 条)。 

 

表 5-1 調整池数一覧 

 

 

 

 

 

 

    出典：兵庫県総合治水パンフレット    

図 5-1 調整池イメージ      

所在 施設数
市町名 （箇所）

たつの市 22
宍粟市 6
太子町 0
姫路市 2

富島川 たつの市 1
たつの市 23
宍粟市 6
太子町 0
姫路市 2
合計 31

流域名

揖保川

合計
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図 5-2 調整池の分布状況
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5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能 

雨水貯留、地下浸透の取り組みは、実施箇所が多いほど貯留浸透の効果が高くなる

ため、県、市町及び県民自らが、浸水被害軽減の必要性を認識し、できるだけ多くの

箇所で実施することが望ましい。 

このため、県、市町及び県民は、｢雨水貯留浸透機能に係る指針｣(平成 24 年 11 月,

兵庫県)を参考として、自然豊かな西播磨東部地域の森林・水田・ため池など地域に

備わっている雨水貯留浸透機能を保全、活用するとともに、学校・公園などを活用し、

雨水貯留浸透機能の整備に努める。 

 

(1) 学校・公園、その他大規模施設 

計画地域内にある雨水貯留浸透施設設置の候補地となる学校、公園、病院、官公庁、

大規模店舗などの大規模施設を表 5-3、図 5-5～図 5-9 に示す。 

学校・公園や、大規模施設の所有者等は、総合治水条例の基本理念に基づき、流出

防止壁の設置又は地盤の掘り下げによる貯留機能の確保や地下貯留機能の確保や駐

車場等における透水性舗装や浸透側溝の整備等による浸透機能の向上に努める。 

県は、その施設の規模や浸水被害の発生状況、推進協議会の協議内容等から、雨水

貯留浸透機能を備え、又は維持することが計画地域における流域対策に特に必要と認

め、所有者等の同意の得られた施設を指定雨水貯留浸透施設に指定（条例第 22 条）

し、所有者等は、その機能維持を図る（表 5-2 参照）。 

 

表 5-2 指定雨水貯留浸透施設 

管理者 設置位置 種別 貯留浸透容量 備考 

株式会社長田ＧＨ 宍粟市山崎町中井 88 駐車場貯留 334.15m3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 設置した指定雨水貯留施設 
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雨水貯留浸透施設の整備者と施設管理者が異なる場合は、管理協定を締結する等に

より適正な管理に努め、将来に渡る維持管理に努める。 

 

表 5-3 学校・公園施設数・面積等一覧 

施設数 敷地面積 グラウンド面積 施設数 敷地面積 施設数 敷地面積 施設数 敷地面積 施設数 敷地面積
（箇所） （㎡） （㎡） （箇所） （㎡） （箇所） （㎡） （箇所） （㎡） （箇所） （㎡）

たつの市 20 292,499 236,249 43 1,074,915 5 46,083 5 57,236 34 114,597

宍粟市 24 473,567 191,311 9 153,068 1 10,428 22 83,546 32 95,677
太子町 2 29,875 22,530 4 37,860 1 13,020 8 41,160 6 25,291
姫路市 8 138,755 67,004 26 48,600 1 940 4 1,041 25 217,467

富島川 たつの市 2 24,253 31,077 10 27,931 1 11,959 1 2,602 4 5,121

たつの市 22 316,752 267,326 53 1,102,846 6 58,042 6 59,838 38 119,718

宍粟市 24 473,567 191,311 9 153,068 1 10,428 22 83,546 32 95,677
太子町 2 35,802 29,642 4 37,860 1 13,020 8 41,160 6 25,291
姫路市 8 138,755 67,004 26 48,600 1 940 4 1,041 25 217,467
合計 56 964,876 555,283 92 1,342,374 9 82,430 40 185,585 101 458,152

官公庁施設 大規模公共施設

揖保川

合計

流域名
所在地市
町村名

学校 公園 病院

 

※病院：医師（歯科医師）が公衆又は特定多数人のため医業（歯科医業）を行う場所であっ

て、20 人以上の患者を入院させるための施設を有するもの 

  

 

 

 

 

図 5-4 公園貯留、学校貯留のイメージ

学校貯留 公園貯留 
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図 5-5 学校の分布状況
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図 5-6 公園の分布状況
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図 5-7 病院の分布状況
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図 5-8 官公庁施設の分布状況
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図 5-9 大規模公共施設の分布状況
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(2) ため池 

ため池は、農業用水の確保を目的として造られた施設であるが、大雨時にはため池

流域からの流出量を一時的に貯留することから、洪水調節機能も備えている。 

このため、ため池を今後とも健全な状態で保全することが重要であるとともに、洪

水吐や取水施設の改良などにより、洪水調節機能のさらなる向上が期待される。 

計画地域におけるため池数は表 5-4、図 5-11 に示すとおり、284 箇所で総貯水量

は 519 万 m3である。農業上の利水容量に余裕があり、ため池管理者の同意を得られる

場合は、洪水吐の切り欠きや取水施設への緊急放流機能の追加など、洪水調節機能を

向上させるための改良を行う（図 5-10 参照）。 

ため池を健全に保守管理することで、貯留機能を活用できる。ため池の管理者は日

常点検や維持管理など適切なため池の管理に努める。 

ため池下流域の浸水被害の発生状況やため池の規模、推進協議会の協議内容等から、

雨水貯留浸透機能を備え、又は維持することが計画地域における流域対策に特に必要

と認められたため池のうち、所有者等の同意を得られるため池を、県は指定雨水貯留

浸透施設として指定（条例第 22 条）し、所有者等はその機能維持を図る。 

 

表 5-4 ため池数一覧 

流域名
所在

市町名
施設数
(箇所)

総貯水量
(万m3)

集水面積
(km2)

満水面積
(m2)

たつの市 171 443 31 1,104,000  

宍粟市 65 17 7 140,000    
太子町 0 0 0 0
姫路市 40 51 6 267,000    

富島川 たつの市 8 8 2 35,000      

たつの市 179 451 33 1,139,000  

宍粟市 65 17 7 140,000    
太子町 0 0 0 0
姫路市 40 51 6 267,000    
合計 284 519 45 1,546,000  

揖保川

合計
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【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-10 ため池の貯留機能強化の事例 

 

 

 姫路市では、ため池改修計画の策定について H25.6.10 付県通知「雨水貯留

機能を高めるため池整備指針及び指針の運用について」により検討を加えてい

る。 

横断図 

横断図 

① 洪水吐敷高の底上げ 

( 0.2m ） 

② 洪水吐底幅の狭小化 

( 2m → 1.03m ）

現況 

完成後 
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図 5-11 ため池の分布状況
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(3) 水田 

水田は、大雨や台風の時に降った雨を貯めることにより、一斉に流れ出るのを防ぎ、

徐々に下流に流すことによって洪水を防止・軽減し、都市や農村を守っている。さら

に、水田の排水口に田んぼダムせき板を設置することにより、洪水調節機能をさらに

高めていくことが期待できる（図 5-12 参照）。 

計画地域における水田面積等は約 6,332ha である（表 5-5 参照）。計画地域内の水

田は、河川沿いに広がっており、その面積も大きいことからその貯留による治水効果

を期待できる。 

水田からの排水をせき板によって調節する等の水田貯留の取り組みを進めるため、

県及び市町は多面的機能支払交付金※の活動組織等に対して積極的な普及啓発に努め

るとともに、取り組みにあたっての技術的な助言・指導を行う。 

また、水田の所有者等は、営農に支障のない範囲で水田貯留に取り組む。県は、水

田の下流域の浸水被害の発生状況や水田の規模、推進協議会の協議内容等から、雨水

貯留浸透機能を備え又は維持することが計画地域における流域対策に特に必要と認

め、所有者等の同意が得られた水田を指定雨水貯留浸透施設として指定（条例第 22

条）し、所有者等は機能維持を図る。 

 

※多面的機能支払交付金： 

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活動に支払わ

れる交付金。 

 

表 5-5 水田面積一覧 

流域 市町名 面積（ha） 土地利用割合(％)
揖保川流域 姫路市 751 9.2

たつの市 2,734 18.9
宍粟市 2,080 5.3
太子町 498 36.9
神河町 10 0.6

合計 6,072 7.5
富島川流域 たつの市 260 31.3

6,332 7.7総計  

出典：2010 年世界農林業センサス 
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図 5-12 水田貯留の例 

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西播磨地域全体で、先導的な取り組みとして、平成 26 年に 100ha、平成 27

年に 200ha、平成 28 年に 300ha で田んぼダムを実施することを目標に事業を

進めている。 

一筆排水桝に堰板を設置 

あぜ塗り機による畦畔補強 
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(4) 各戸貯留 

各戸貯留は、屋根に降った雨水を貯留タンクに貯留すること（図 5-13、図 5-3 参

照）で、個々の施設は小さいが、地域で取り組めば雨水の流出抑制効果を高める機能

を発揮する。また、貯留した雨水を、樹木への散水や庭への打ち水などに利用するこ

とで、雨水の有効活用を図り、良好な水循環型社会を創出するものである。 

治水と利水を兼ね備えた効果が期待でき、節水効果が省資源・省エネルギーにも結

び付き、地球温暖化防止にも寄与する。 

このように、雨水貯留の取り組みは、浸水被害軽減にかかる県民の意識を高めるだ

けでなく、環境への関心を高め、ひいては地域の結びつきを強め、地域防災力を高め

ることから、県民は貯留タンクを設置する等、雨水貯留浸透機能を高めるとともに、

その維持に努める。また、県及び市町は県民に対し、貯留タンク等による各戸貯留の

周知により普及啓発を推進するとともに、県民の取り組みを支援する。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

出典：戸建住宅における雨水貯留浸透施設設置

マニュアル,H18.3,(社)雨水貯留浸透技

術協会編集 

図 5-13 各戸貯留施設の例(地上タイプ) 

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

 

 

 

たつの市、太子町では、貯留タンクを設置するための助成制度を実施してい

る。たつの市では、平成 25 年に 3 件実施し、平成 26 年には 10 件助成を予定

している。太子町では、平成 26 年 8 月 29 日時点で 3 件助成を実施した。 

たつの市の事例 
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5-3. 貯水施設の雨水貯留容量の確保 

ため池の管理者は、近年の気象予測技術の進歩を踏まえ、あらかじめ洪水が予測さ

れる場合は、稲作など耕作に影響がない範囲で、事前に水位を低下させ、洪水の一時

貯留などの対策を実施するように努める。また、落水が可能になれば速やかにため池

の水位を下げ、台風等の大雨に備える。 

計画地域のため池は、かんがい受益面積が 10ha を超えるような大規模なものは少

ないが、地域内の複数のため池で一時貯留に一体的に取り組むことにより、洪水調節

機能が高まることが期待される。 

一時貯留は、堤体が安全な状態であることが前提であることから、ため池管理者は

日常点検と維持管理を適切に行う。県及び市町はこれに対して技術的な助言・指導を

行うとともに、漏水などにより危険な状態にあるため池については、ため池整備 5箇

年計画による施設改修を支援する。 

また、一部地域においては農家の高齢化などによりため池の維持管理が困難となっ

ていることから、農家、非農家に係らず、地域住民、県、市町が一体となって地域ぐ

るみで保全活動に努める。 

県は、ため池下流域の浸水被害の発生状況やため池の規模、推進協議会の協議内容

等から、貯水量を減じる等の適切な措置を行うことが計画地域における流域対策に特

に必要と認め、所有者の同意を得られたため池を指定貯水施設として指定（条例第 27

条）し、所有者等はその機能維持を図る。 

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

各市では、台風、豪雨に備えて、ため池の管理者に事前放流の協力依頼を実

施している。 
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5-4. ポンプ施設(河川管理施設であるポンプ施設を除く)との調整 

築堤河川に隣接した内水区域などでは、河川の水位が上昇すると雨水を当該河川へ

自然に排水することができない。そのため、下水道管理者等が人為的に雨水を排水す

るポンプ施設を設置して、強制排水により当該区域の浸水被害を軽減している（表 

5-6、図 5-14 参照）。 

しかしながら、現状では大部分のポンプ施設は、河川水位が上昇し、堤防決壊の恐

れがある場合でも排水が継続され、河川の水位上昇を助長し、堤防決壊の危険性を高

めている。 

このため、河川が増水し、堤防の決壊等が発生する恐れが生じている場合、市町等

のポンプ施設の管理者は、当該河川への排水を停止する等のポンプ施設の適切な操作

を行うとともに、操作規則への明示等、その運用が確実に図られるよう努める。 

県は、ポンプ施設の規模や下流域の土地利用状況、推進協議会の協議内容等から、

計画地域における流域対策に特に必要と認め、所有者等の同意の得られたポンプ施設

を指定ポンプ施設に指定（条例第 32 条）する。指定ポンプ施設の管理者は、河川の

水位に応じた適切なポンプ施設の操作を定めた計画(排水計画)を策定し、その計画に

従って、指定ポンプ施設の操作を行わなくてはならない。 

管理者等は適切な運転調整が可能となるよう、日常から維持管理に努める。 

 

表 5-6 ポンプ施設数一覧(雨水排水施設のみ) 

ポンプ能力

（m3/s）
（箇所） 合計

ポンプ施設（雨
水排水関連）

たつの市 揖保川 揖保川 2 3

たつの市 揖保川 揖保川 1 5.4
揖保川 揖保川 1 0.55
富島川 富島川 1 2.12

ポンプ施設（農
業用排水関連） 苅屋土地改良区

施設 管理者
放流先

施設設置数
流域名 河川名

 

※条例第 31 条より河川管理施設であるポンプは対象外である。     
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図 5-14 ポンプの分布状況
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5-5. 遊水機能の維持 

現在の大規模な土木工事が行えなかった時代から、先人達は、住宅は高台に建築し

たり、連続堤防ではなく、越流堤等を存置するなどして、河川沿いの浸水しやすい農

地等に遊水機能を持たせ、その地点や下流の洪水被害を軽減してきた。そのような土

地において、盛土等が行われると遊水機能が低下し、住宅等が建築されると洪水時に

甚大な浸水被害が発生する恐れがある。そのため、連続した堤防の整備など、河川が

整備されるまでは、遊水機能を維持することが望ましい。 

県及び市町は、河川改修以外の事業の実施にあたっても、遊水機能が高いと考えら

れる土地に配慮する。また、民間の開発等についても、遊水機能が高いと考えられる

土地及びその機能について開発事業者等に十分な周知を図り、開発抑制を図ることに

努める。 

 

5-6. 森林の整備及び保全 

計画地域はその約 8 割が森林で覆われており、保全の行き届いた森林は、土砂流出

の抑制や斜面崩壊防止に対して有効に機能する。同時に、水源涵養機能、水質浄化機

能や保水機能も有し、治水・利水・環境の面において非常に重要な役割を果たす。 

森林の持つ公益的機能の高度発揮を図るため、公的関与による森林管理の徹底、多

様な担い手による森づくり活動の推進を基本方針として、「新ひょうごの森づくり:第

2 期対策(平成 24～33 年度)」を推進する。人工林に関する“森林管理 100%作戦”で

は、間伐が必要なスギ・ヒノキ人工林について、市町と連携した公的負担による間伐

及び作業道開設を実施するほか、里山林対策においては、手入れされなくなった里山

林の再生を行う（図 5-15 参照）。 

また、防災面での機能を高めるため、災害に強い森づくり：第 2 期対策（平成 23

～29 年度）に取り組み、 

① 緊急防災林整備（流木・土石流災害が発生する恐れのある渓流域の森林機能

強化） 

② 里山防災林整備（集落等裏山森林の防災機能強化） 

③ 針葉樹林と広葉樹林の混交林整備（高齢人工林の機能強化） 

④ 野生動物育成林整備（人と野生動物が共生できる森林育成） 

⑤ 住民参画型森林整備（地域住民の自発的活動支援） 

を推進する。 

  

図 5-15 里山防災林整備の事例(たつの市) 
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【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

5-7. 山地防災土砂災害対策 

平成 21 年の台風第 9 号災害等を教訓に策定した「山地防災・土砂災害対策緊急 5

箇年計画（H21～25）」では、従来の整備量を倍増し、被災渓流などで砂防えん堤や治

山ダム等の整備に取り組んだ。 

しかし、依然として未対策の危険箇所が多くあること、また近年記録的豪雨が頻発

していることから、社会基盤整備のひとつとして、「第 2 次 山地防災・土砂災害対

策 5 箇年計画」(H26～30)を策定し、引き続き谷筋毎の対策を強力に推進することで、

異常な土砂流出による河道への土砂堆積を防止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たつの市、宍粟市、姫路市では緊急防災林整備等の森林整備を実施しており、

今後も順次整備を進める予定である。 
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6. 減災対策 

6-1. 浸水が想定される区域の指定 

行政の｢知らせる努力｣と、地域住民の｢知る努力｣が相乗して、はじめて提供する情

報が生きることになることから、県民は、国、県、市町から発信される防災情報の収

集に努め、水害リスクに対する認識の向上を図る。 

 

(1) 浸水想定区域図の作成 

国は、国管理河川の浸水想定区域図を、県は、全ての県管理河川の浸水想定区域図

を作成する。本計画地域内では浸水想定区域図を作成済であるが、河川整備基本方針

の見直しや洪水調節施設の整備、土地利用の大規模な変更など必要と認められる場合

には適宜見直しを図るとともに、市町に提供する。また、浸水想定区域図を「兵庫県 

地域の風水害対策情報（CG ハザードマップ※）」に掲載し、県民への周知に努める（図 

6-1 参照）。 

 

図 6-1 兵庫県 地域の風水害対策情報(CG ハザードマップ) 

 

※CG ハザードマップ： 

県民の防災意識の向上を図り、災害時に県民がより的確に行動できることを目指し

て、風水害（洪水、土砂災害、津波、高潮）の危険度（浸水エリア、危険個所など）

や避難に必要な情報などを記載した「CG ハザードマップ」を作成し、平成 17 年 8 月

から県のホームページで公開している。URL http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/ 

 

(2) ハザードマップの作成・配布 

市町は、国や県から提供された「浸水想定区域図」をもとに、これに避難所の位置

などの防災情報を記載した「ハザードマップ」を作成・配布する（表 6-1 参照）とと

もに最新の情報を反映するよう努める。県は、CG ハザードマップの充実・周知に取り

組む。 
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表 6-1 計画地域のハザードマップ作成年月 

市町名 ハザードマップ作成年月 ハザードマップ更新年月 

姫路市 平成 19年 3 月 - 

たつの市 平成 18年 3 月 平成 25年 3 月 

宍粟市 平成 21年 3 月 - 

太子町 平成 20年 5 月 平成 24年 7 月 

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

(3) 災害を伝える～まるごと・まちごとハザードマップ 

市町は、過去の災害を忘れないために、実績浸水深を公共施設等に明示することに

努めるとともに、浸水実績がない、あるいは不明の場合には想定浸水深を表示するこ

とに努め、現地において浸水時の状況をイメージするための一助とする。また、国は

まるごと・まちごとハザードマップ（図 6-2 参照）の作成を支援しており、ホームペ

ージでも周知している。さらに、国、県、市町は、地先での実績浸水深あるいは想定

浸水深の簡易な表示方法についても今後検討していく（表 6-2 参照）。 

 

表 6-2 計画地域の実績浸水深表示板設置数 

市町名 設置数 

姫路市 0 

たつの市 35 

宍粟市 20 

太子町 0 

 

市町ではハザードマップの更新や周知を行っており、今後もハザードマップ

のさらなる周知に努める。 
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図 6-2 まるごと・まちごとハザードマップの例 

 

まるごと・まちごとハザードマップ ホームページ  

URL  http://www.kkr.mlit.go.jp/himeji/mmhmweb/index.html 

http://www.kkr.mlit.go.jp/himeji/mmhmweb/map.html 

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たつの市では、想定浸水深を公共施設等に看板等で明示するまるごと・まち

ごとハザードマップを 35 か所で実施している。 

宍粟市では、実績浸水深を電柱、民家の塀、ゴミ捨て場等に看板等で明示す

るまるごと・まちごとハザードマップを 20 か所で実施している。 

たつの市役所 龍野小学校 

宍粟市電柱 宍粟市民家の塀 
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図 6-3 まるごと・まちごとハザードマップの位置図 

 

 

6-2. 県民の情報の把握 

行政の「知らせる努力」と、地域住民の「知る努力」が相乗して、初めて提供する

情報が生きることになることから、県民は、国、県、市町から発信される防災情報を

収集し、水害リスクに対する認識の向上に努める。 

 

宍粟市 

たつの市 
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6-3. 浸水による被害の発生に係る情報の伝達 

国、県、市町は、県民の避難の助けとなる情報を迅速かつ確実に提供できるよう情

報提供体制の充実に取り組む。 

国は、更なる河川情報等の収集・提供を推進するため、観測機器の増設や光ファイ

バケーブル網の拡大を図る。 

 

(1) 県民に対する防災情報の発信 

 1) 雨量・水位情報 

県は、県民が洪水時における避難のタイミングを的確に判断できるよう、雨量や河

川水位のリアルタイム観測情報を県のホームページ「兵庫県 地域の風水害対策情報

(CG ハザードマップ)」を通じて発信する（図 6-4 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-4 兵庫県ホームページによる川の情報（雨量・水位等）の発信 

URL  http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/ 
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表 6-3 計画地域内の雨量・水位観測所 

種別 水系名 河川名 観測所名 観測所所在地 

雨量  揖保川  揖保川  龍野  兵庫県たつの市龍野町水神 

雨量  揖保川  揖保川  上川原  兵庫県姫路市余部区上川原 225 

雨量  揖保川  揖保川  龍野  兵庫県たつの市龍野町富永 

雨量  揖保川  林田川  狭戸  兵庫県姫路市安富町狭戸字渡り上り 815 

雨量  揖保川  林田川  安富ダム  兵庫県姫路市安富町皆河 

雨量  揖保川  栗栖川  西栗栖  兵庫県たつの市新宮町鍛冶屋 252 

雨量  揖保川  栗栖川  福栖  兵庫県たつの市新宮町福栖 

雨量  揖保川  揖保川  桑垣  兵庫県宍粟市一宮町倉床字三五郎 360-33 

雨量  揖保川  揖保川  三方  兵庫県宍粟市一宮町三方 274 

雨量  揖保川  揖保川  山崎  兵庫県宍粟市山崎町船元 

雨量  揖保川  揖保川  神戸  兵庫県宍粟市一宮町安積字曲里田 1382-2 

雨量  揖保川  揖保川  戸倉（県）  兵庫県宍粟市波賀町戸倉 

雨量  揖保川  揖保川  三軒家  兵庫県宍粟市一宮町三軒屋 

雨量  揖保川  揖保川  倉床  兵庫県宍粟市一宮町倉床 

雨量  揖保川  揖保川  西深  兵庫県宍粟市一宮町福知 

雨量  揖保川  伊沢川  中野  兵庫県宍粟市山崎町中野字上川端 1003-2 

雨量  揖保川  伊沢川  山崎（県）  兵庫県宍粟市山崎町庄能 

雨量  揖保川  伊沢川  宍粟中野  兵庫県宍粟市山崎町上ノ 

雨量  揖保川  引原川  引原  兵庫県宍粟市波賀町日の原 

雨量  揖保川  引原川  引原ダム  兵庫県宍粟市波賀町日の原 

雨量  揖保川  引原川  安積  兵庫県宍粟市一宮町西安積 

雨量  揖保川  引原川  上野  兵庫県宍粟市波賀町上野 

雨量  揖保川  その他  一宮（気象） 兵庫県宍粟市一宮町東市場 

水位  揖保川  揖保川  龍野  兵庫県たつの市龍野町水神 

水位  揖保川  揖保川  上川原  兵庫県姫路市余部区上川原 225 

水位  揖保川  中川  浜田  兵庫県たつの市御津町苅屋 

水位  揖保川  林田川  誉  兵庫県たつの市誉田町誉 

水位  揖保川  林田川  構  兵庫県揖保郡太子町構 

水位  揖保川  林田川  塩野  兵庫県姫路市安富町塩野 

水位  揖保川  林田川  中井  兵庫県たつの市龍野町片山 

水位  揖保川  林田川  穴部  兵庫県姫路市林田町松山 

水位  揖保川  栗栖川  東栗栖  兵庫県たつの市新宮町芝田 

水位  揖保川  栗栖川  福栖  兵庫県たつの市新宮町福栖 

水位 揖保川 揖保川 山崎第二 兵庫県宍粟市山崎町船元 

水位 揖保川 揖保川 曲里 兵庫県宍粟市一宮町安積字曲里田 1381-1 

水位 揖保川 揖保川 三軒家 兵庫県宍粟市一宮町安積 

水位 揖保川 揖保川 西深 兵庫県宍粟市一宮町福知 

水位 揖保川 菅野川 春安 兵庫県宍粟市山崎町春安 

水位 揖保川 引原川 上野 兵庫県宍粟市波賀町上野 

水位 揖保川 引原川 石亀 兵庫県宍粟市波賀町鹿伏 

出典：国土交通省 HP 川の防災情報 

URL http://www.river.go.jp/nrpc0302gDisp.do?areaCode=86 
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 2) 洪水予報 

国は、揖保川水系について、洪水予報河川に指定し、国と気象台が共同して「洪水

予報」を発表している（表 6-4 参照）。洪水予報には、はん濫注意情報、はん濫警戒

情報、はん濫危険情報、はん濫発生情報の 4 つがあり、これらの情報を県、市町へ伝

達し水防活動に利用するほか、市町や報道機関を通じて地域住民の方々に伝達してい

る。 

 

表 6-4 洪水予報を実施する河川・区間 

河川名 区域 基準地点 発表者 

揖保川上流  

左岸：兵庫県宍粟郡一宮町安積ドウドウ 873

番地先から管野川合流点まで 

右岸：兵庫県宍粟郡一宮町安積字岩谷山

1409 番の 2 地先から管野川合流点まで 

山崎第二  
姫路河川国道事務所 

神戸地方気象台 

揖保川下流  
左岸：管野川合流点から海まで 

右岸：管野川合流点から海まで 
龍野 

姫路河川国道事務所 

神戸地方気象台 
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 3) 河川ライブカメラ 

a) 揖保川ライブカメラ 

国は、国管理区間にライブカメラを設置し、その画像を県民へ配信し、リアルタイ

ムの河川情報を提供することにより早期警戒避難を支援する（図 6-5 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-5 揖保川ライブカメラ（国土交通省姫路河川国道事務所） 

URL  http://www.himeji.kkr.mlit.go.jp/ibogawacam/index.html 
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b) 河川ライブカメラシステム 

県は、河川監視カメラを設置し、その画像を県民や市町へ配信し、リアルタイムの

河川情報を提供することにより早期警戒避難を支援する（図 6-6、図 6-7 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-6 河川ライブカメラシステム 

URL  龍野土木事務所 http://www.mizumori.jp/tatsuno/ 

姫路土木事務所 http://hyogo.rivercam.info/himeji/ 
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図 6-7 計画区域内のライブカメラ位置図 
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 4) 道路アンダーパス部の浸水情報 

道路アンダーパス部（図 6-9 参照）は、地形的に雨水が集中しやすい構造となって

いることから、通常の場合にはポンプ設備などにより集まった雨水を外部に排出して

いる。しかし、近年多発する異常豪雨など想定を超える大雨に際しては、ポンプなど

では排水しきれずに道路アンダーパス部が冠水し、車両が水没する事故が相次いでい

る。このような事故を防止するため、道路アンダーパス部に冠水情報板等の設置を推

進する。 

県では、冠水情報板をより見やすくするために LED 式の電光掲示板の整備を進めて

いる。また、注意看板を設置するとともに、冠水部に地名表示板や水深表示板を設置

している（図 6-8 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8 冠水情報板等 
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図 6-9 アンダーパスの分布状況
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 5) 防災行政無線、ケーブルテレビ、市町ホームページ等 

市町は、県民が避難行動等を適切に判断できるよう、詳しくわかりやすい気象情報

や避難勧告・避難指示等の情報を迅速かつ正確に伝達するため、防災行政無線、ケー

ブルテレビ、市町のホームページ等を活用し、積極的に情報発信を行う。 

 

 6) 「ひょうご防災ネット」による情報発信 

県及び市町は、携帯電話等のメール機能を利用した「ひょうご防災ネット※」（図 

6-10 参照）により、気象情報等の緊急情報や避難情報などを登録している県民に直接

配信する。今後、登録者数のさらなる増加を目指して県民や自主防災組織などに登録

を働きかけていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-10 ひょうご防災ネット 

 

※ひょうご防災ネット： 

ラジオ関西が構築した携帯ホームページネットワークで、携帯電話のメール機能を

利用して、気象警報や河川情報、避難情報、災害情報等の緊急情報を登録者に直接配

信するシステム。 

 

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

県では、携帯電話のメール機能、ホームページ機能を利用して、住民に直接、

気象情報や避難情報等を届ける「ひょうご防災ネット」を提供しており、今後

も継続的に取り組み、登録促進を図る。 

姫路市、たつの市、宍粟市、太子町では、防災ネットへの登録推進を図るＰ

Ｒを実施しており、今後も継続的に実施する。 
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(2) 市町に対する情報提供 

県は、市町が県民に対して実施する避難勧告等を的確に判断するために必要な情報

提供の一環として、河川水位の予測、氾濫予測を実施し、その結果を「フェニックス

防災システム※」を通じて市町等の防災関係機関に提供している。ただし、揖保川に

ついては水位予測状況は提供していない。 

｢氾濫予測システム｣は、気象庁の降雨予測データをもとに洪水の危険度を判定する

システムである。具体には、流出モデルを利用して、気象庁から提供される 1km メッ

シュでの実況降雨及び予測降雨データ(3 時間先までの予測降雨)をもとに、河川の各

区間の代表断面の1,2,3時間後水位が氾濫危険水位相当に達すると予測されると赤く

表示する（図 6-11 参照）。これにより、避難勧告等を発令する範囲をある程度特定す

ることが可能になるなど、市町の避難判断を支援する。 

市町は、水防計画への反映やフェニックス防災システムの増設等、提供された情報

の効果的・効率的な活用方法を検討する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-11 氾濫予測の例 
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※フェニックス防災システム： 

阪神･淡路大震災の教訓を踏まえて整備されたもので、地震災害だけでなく、あら

ゆる災害に迅速に対応できる総合的な防災情報システムで災害情報や気象・水象観測

情報の収集・提供、洪水等の予測情報を防災関係機関に提供し、迅速で的確な初動対

応を支援するものである。県の関係機関をはじめ、市町、消防機関、警察、自衛隊、

ライフライン事業者等に防災端末を設置して、関係機関との連携を強化するとともに、

情報の共有化を図っている（図 6-12 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-12 計画地域の情報配信 

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

県は現在、水位局での 3 時間後の水位予測を及び氾濫予測を実施し、これ

を市町や消防・警察へ配信することで的確な避難勧告等の発令や水防活動を支

援（フェニックス防災システム）しており、今後はシステムの精度向上に取り

組む。 
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6-4. 浸水による被害の軽減に関する学習 

県民は、災害時に的確な避難ができるよう、防災リーダーの育成や防災マップの作

成などにより、浸水被害対策の重要性を認識し、自主防災組織等の活性化を図るなど、

「自助」「共助」の取り組みを進めるとともに、県及び市町はこれを支援する。 

 

(1) 自主防災組織の結成推進や活性化 

計画地域の自主防災組織※の結成推進や活性化に取り組む。 

国、県、市町は、自然災害が発生した場合、地域の自主防災組織の一員として、防

災活動に積極的に取り組む地域防災の担い手を育成するため、防災研修を実施する

（ひょうご防災リーダー講座、防災に関する出前講座等）（図 6-13 参照）。 

県は、地域防災力向上のため、自主防災組織等が主体となり実施する事業や、地域

と学校が連携して実施する防災訓練等の取り組みを支援する（ひょうご安全の日推進

事業助成制度、ひょうご防災特別推進員派遣等）（図 6-14 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-13 ひょうご防災リーダー講座パンフレット  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-14 災害に関する勉強会の様子（宍粟市）  
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※自主防災組織： 

災害対策基本法第 2 条の 2 第 2 項において規定されている、地域住民による任意の

防災組織である。自分、家族、隣人、自分たちの町を自らが守るという住民の隣保協

同の精神に基づく自発的な防災組織である。 

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

(2) 防災マップの作成・支援 

県民は、過去の災害情報、避難経路、避難経路上の危険箇所、必要な防災対応など

を地域住民自らの手で地図に記載する「防災マップ」を作成し、水害リスクの認識の

向上に努めるとともに、自主防災組織等の活性化を図る。また、防災マップの作成に

際しては、防災リーダーが中心的な役割を担い、必要に応じて防災に経験豊富な NPO

法人等の支援を得る。 

県及び市町は、研修会の開催等、防災マップづくりを支援する（表 6-5、図 6-15、

図 6-16 参照）。 

表 6-5 計画地域の防災マップ作成状況 

市町名 防災マップ作成済み自治会数 全自治会数 

姫路市 47 地区連合自治会 72 地区連合自治会 

たつの市 16 小学校区(全自治会) 215 自治会 

宍粟市 39自治会（毎年 10自主防災会程度作成） 156 自治会 

太子町 67 自治会 67 自治会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-15 防災マップ の例(太子町) 

県は現在、「ひょうご防災リーダー講座」等を開催しており、今後も防災研

修を実施する。 
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図 6-16 マイ防災マップの作成と町歩きによるマップの確認状況（宍粟市） 

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

6-5. 浸水による被害の軽減のための体制の整備 

浸水による被害を軽減するためには、浸水による被害の発生にかかる情報の伝達を

適切に行うことができる体制を整備しておく必要が重要である。 

そのため、市町は、浸水による被害の軽減のための体制の整備として、「水防活動

への支援」を行うとともに、地区内で住民同士が助け合う「共助の取り組みの推進」

も行う。さらに、大規模水害時には、各市町だけでの復旧は困難であり、幅広い連携

体制として、国、県、他市町、民間事業者との「協定締結に関する取り組み」に努め

る。 

県は、迅速な水防活動を支援するため、河川水位の予測などの情報を「フェニック

ス防災システム」により市町や消防機関等に提供する。 

 

(1) 水防活動への支援 

市町は、洪水時には各市町が定める水防計画に基づき、水防活動を行うこととなる

が、少子高齢化や過疎化により水防体制（表 6-6 参照）の弱体化が懸念されることか

ら、災害モニター制度の活用などにより情報収集に努めるとともに、河川やため池等

の巡視、点検等が、迅速に行えるような体制づくりに努める必要がある。このため、

水防活動への支援に関する取り組みを推進する。 

宍粟市では、自主防災会に対して、防災マップの作成費用の補助を実施して

おり、今後も継続して実施する。市内の曲里地区では国土交通省と共同で自主

防災のモデル地区として、防災マップの製作、危険・注意標識の設置、防災マ

ップを使った訓練等を実施している。また、自主避難の目安として、河川堤防

や橋に、自主避難の目安となる水位の位置に目印をつけている。 

太子町では、自治会ごとの防災マップの作成、配布を行っており、今後は訓

練等の活用方策について検討する。 

姫路市では、地域防災マップづくり事業を実施しており、今後も継続して実

施する。 
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国は、防災活動にあたっては、防災エキスパート制度※を活用するとともに、ボラ

ンティア団体の参加・協力、次世代への防災技術の伝承等のための仕組みづくりを検

討する。また、対策本部車、排水ポンプ車等の災害対策機器については、他事務所と

の連携を図りながら配備の拡充を進める（図 6-17 参照）。さらに、水防上緊急を要す

ると認めるときは、高度の機械力又は高度の専門的知識や技術を要する水防活動(特

定緊急水防活動)を行う。 

 

※防災エキスパート制度： 

公共土木施設等の整備・管理等に豊富な経験を持つボランティアの人たちを「防災

エキスパート」として登録する制度 

表 6-6 計画地域の消防団数及び団体人数 

市町名 団体数 団体人数 

姫路市 8 団 72 分団 3,095

たつの市 47 分団 1,393

宍粟市 30 分団 1,647

太子町 53 分団 429

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省姫路河川国道事務所ホームページ 

図 6-17 災害対策機器 

市町では、現在防災訓練時に防災資材の提供や、自主防災組織への資器材の提

供や助言を実施している。 

たつの市では、消防職員による体験型の出前講座を実施(激流豪雨体験、起震車)

している。 

宍粟市では、防災講座の参加を呼びかけ、自主防災会、民間、高齢者対象等、

要望に応じて開催しており、今後も継続して実施する。また、自主防災会の購入

した資器材に対して、購入の補助事業を実施しており、今後も継続的に実施する。

太子町では、「災害への備え」の講座名で自主防災組織等を対象に実施している。

姫路市では、全 38 からなる出前講座を実施している。 

排水ポンプ車 対策本部車 
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(2) 共助の取り組みの推進 

計画地域の大部分が超高齢社会※（表 6-7 参照）であることや豪雨時や夜間といっ

た状況下での避難も考慮し、避難所への避難経路の設定に際しては、危険箇所を避け

て設定するとともに、一律に指定避難所へ避難するのではなく、垂直方向の避難（建

物の上層階への避難等）や状況に応じた避難方法も選択肢に含めて、避難体制を整備

することが重要である。 

 

表 6-7 計画地域内の各市町における 65才以上の割合 

（平成 22年国勢調査による） 

市町名 65 歳以上の割合(%) 

姫路市 21.6

たつの市 23.9

宍粟市 27.8

太子町 19.6

 

※超高齢社会： 

高齢化率（65 歳以上の人口が総人口に占める割合）が 21％を超える社会をいう。 

 

市町は、作成したハザードマップ等を活用し、水害発生時に災害要援護者が円滑に

避難できるよう、地区内で住民同士が助け合う取り組みの推進に努める。 

また、豪雨時や夜間といった状況下での避難も考慮し、避難所への避難経路の設定

に際しては危険箇所を避け設定する。一律に指定避難所へ避難するのではなく垂直方

向の避難（建物の上層階への避難等）や状況に応じた避難方法も選択肢に含めて検討

する。さらに、市町は災害時にも避難経路がわかりやすい案内板等の設置に努める（図 

6-18 参照）。 

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

宍粟市では、避難支援プランの作成、避難所表示板の設置、避難行動要支援

者名簿の更新を行っており、今後も継続的に実施する。 

太子町では、避難行動要支援者名簿を作成し、平常時から要支援者に関する

情報の把握や避難時における支援体制を確立しており、さらなる登録制度の周

知と支援体制の強化を図る。 

姫路市では、平成 24 年度末の台帳に未登録で在宅の重度障害者等に案内を

送付し、市で申請を受け付け、順次各地域支援協議会に提供し、情報共有を図

る。 
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図 6-18 避難経路がわかりやすい案内板等の設置（宍粟市） 

 

(3) 協定締結に関する取り組み 

大規模水害時には、各市町だけでの復旧は困難であり、国、県、他市町等に応援要

請を行うことが必要となる。このため、市町は災害時の応援要請が迅速かつ円滑に行

えるよう平時から応援協定の締結や民間事業者などとの幅広い連携体制のさらなる

構築に努める。 

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

 

6-6. 訓練の実施 

国、県、市町や防災関係機関、ライフライン関係機関で構成する「水防連絡会」を

毎年、増水期前に開催し、重要水防箇所の見直し等に関する情報の共有を図る。 

国、県、市町等は、大規模洪水時（堤防破堤やゲリラ豪雨による内水浸水等）を想

定した実践的な演習を行うとともに、防災関係機関と連携して水防訓練を実施する

（図 6-19 参照）。 

国は、畳堤の老朽化に対する補強や、出水時に住民がスムーズに堤防へ畳の設置が

行えるよう、地域との連携を強化する。 

 

【計画地域での特徴的な取り組み】 

 

たつの市、宍粟市、太子町、姫路市では、すでに民間事業者との協定を締結

している。 

姫路市では、地域防災の貢献に意欲のある事業所を、『姫路市地域防災貢献

事業所』として登録・公表している。 

姫路市における水防上危険が予想される箇所の合同現地踏査や、たつの市に

おける畳堤訓練等をはじめ、各市町では、現在水防訓練や防災訓練を実施して

おり、今後も継続的に取り組む。 
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図 6-19 防災訓練の実施状況 

 

6-7. 建物等の耐水機能  

県民は、敷地の地形の状況や市町が配布するハザードマップ等を確認し、自らが所

有する建物等に浸水が見込まれる場合は、「建物等の耐水機能に係る指針」（平成 24

年 5 月,兵庫県）に基づき、敷地の嵩上げや遮水壁の設置、電気設備の高所配置など、

耐水機能を備えることに努める（図 6-20 参照）。 

県及び市町は、地域防災計画に定める防災拠点施設や避難所に浸水が見込まれる場

合は、耐水対策の必要性を検討し、実施する。また、県は、浸水機能を備えることが

計画地域における減災対策に特に必要と認め、所有者等の同意を得られた建物等を指

定耐水施設に指定（条例第 45 条）し、建物所有者は耐水機能を備え、維持するよう

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：兵庫県総合治水パンフレット    

図 6-20 耐水機能の主な例 

 

宍粟市 土嚢積み 宍粟市 名簿を使った安否確認 

たつの市 畳堤訓練 
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6-8. 浸水による被害からの早期生活再建 

阪神・淡路大震災の経験と教訓から創設された「フェニックス共済（兵庫県住宅再

建共済制度）」（図 6-21 参照）は、自然災害で被災した住宅及び家財の再建を支援す

る共済制度である。 

このうち住宅の加入率は、県全体で 9.1％（平成 26 年 7 月 31 日現在）であるのに

対し、計画地域では比較的高い加入状況となっている。（表 6-8 参照） 

今後も、県及び市町は、被災住民が水害から早期に生活再建が図れるよう、「フェ

ニックス共済（兵庫県住宅再建共済制度）」の加入促進に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-21 フェニックス共済パンフレット 
 

表 6-8 フェニックス共済加入状況 

市町 加入戸数(戸) 加入率(％) 

姫路市 15,135 8.7

たつの市 4,988 21.4

宍粟市 2,335 20.1

太子町 1,384 14.8

平成 26年 7 月 31 日現在 
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7. 総合治水を推進するにあたって必要な事項 

7-1. モデル地区の選定 

現在、総合治水に対する県民の認識は低く、総合治水に関する取り組みはなかなか

進んでいない。 

そこで、浸水の恐れの高い地区や浸水時に大きな被害になる地区等から、モデル地

区を選定し、集中的に対策を行い出来るだけ早期に効果を発現させるとともに、これ

らの、先導的な取り組み事例や、その効果等の情報発信を行い、推進協議会等を通じ

てその共有を図る等、計画地域全体に総合治水にかかる取り組みへの理解を深めてい

くことで、総合治水対策の推進を図ることとする。 

 

7-2. モデル施策の創設 

総合治水の取り組みを推進するために、モデル地区での施策を推進することに加え

て、先導的なモデル施策を立案し、西播磨地域全域で集中的に実施することで、より

効果的な総合治水対策を進めていくことが出来る。 

そこで、県は、総合治水の推進に向け、西播磨地域全域で集中的に取り組む施策を

モデル施策と位置づけて、施策を推進することで、総合治水対策のより一層の効果を

発揮させるとともに、県下の他の地域への施策の普及・展開を促していく。 

 

7-3. 地域住民相互の連携 

現在、計画地域内の自主防災組織の組織率は 100％に近いが、必ずしもすべての組

織が活発に活動しているとは言いがたい。大災害になればなるほど公助は機能しにく

くなるため、自助、共助により地域に住む人々の命と暮らしを守ることが重要である。

そのため、自助、共助の中核を担う自主防災組織の活性化が求められている。 

したがって、県民の災害に対する意識の向上が必要であり、国、県、市町は、情報

発信や出前講座などの連携の「場」の提供に取り組むなど、県民の災害に対する意識

向上に向けた普及啓発を行う。 

 

7-4. 関係者相互の連携 

総合治水を推進していくには、河川、下水道、水田やため池、森林等の多くの管理

者が協力して施策に取り組んでいくことが重要であり、西播磨東部(揖保川流域圏)地

域総合治水推進協議会の場等を活用して連携を図る。 

 

7-5. 財源の確保 

総合治水は国・県・市町・県民が協働して推進するものであり、雨水貯留浸透等の

取り組みは、施設管理者が自らの負担で実施し、維持管理することを基本としている。 

県及び市町は、自らが所有する施設について、率先して雨水貯留浸透等の整備に取

り組むとともに、補助金等、有利な財源の確保に努める。 

また、県及び市町は、市町や県民の取り組みを促進するための財政的支援等につい

て、ニーズや整備効果を踏まえ、検討を進める。 
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7-6. 計画の見直しについて 

西播磨東部(揖保川流域圏)地域総合治水推進協議会は、本計画策定後も存続し、国、

県、市町及び県民は、協議会において、計画の進捗状況を把握の上協議し、県は協議

会の意見を踏まえて推進計画を適宜見直す。 

 

7-7. 指定候補施設の選定 

県・市町が先導的に実施する浸水対策に効果が大きい施設などを流域対策の指定候

補施設として選定する。加えて、既に治水機能が付加されている施設や、貯留効果を

発揮している施設についても、その機能の維持保全を図るため、指定候補施設として

選定する。 

また、ハザードマップで浸水が想定されていたり、過去に浸水があった地域の防災

拠点や避難所を対象として、県・市町が先導的に実施する減災対策に特に必要と考え

る建物等を、耐水施設の指定候補施設として選定する。 

 
7-8. 指定に伴う表彰制度 

指定施設となることは、所有者等にとって取り組みの実施義務が課せられるだけで

なく、それに係る費用負担、維持管理負担を強いるものであり、その認識の上で指定

を受諾したことについては、総合治水への地域貢献の観点から評価に値するものであ

る。 

したがって、県は指定施設(県施設を除く)の所有者に対して、指定にご協力いただ

いたことに対する謝意を込めた「感謝状」を授与するとともに、指定した旨を積極的

に公表(条例規定上は指定告示のみ)することで、指定の付加価値(企業CSR等)を高め、

他社による指定の拡大を促す。 
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8. 浸水状況の把握と今後の取り組み 

8-1. モデル地区の選定 

計画地域内において、過去に大きな浸水被害を受ける等、浸水の恐れが高い地区で、

そこでの総合治水の取り組みが他の地区のモデルとして役立つ地区の中から、以下の

通りモデル地区を選定した。 

 

① たつの市揖保川町ひばりヶ丘地区 

② 宍粟市一宮町安積地区 

③ 太子町揖保川流域圏※地区 

 

※揖保川流域圏： 

阿曽、下阿曽、福地、老原、常全、宮本、船代、岩見構上、岩見構下、太子ニュー

タウン、吉福、沖代、米田、塚森、蓮常寺を含む。 
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8-2. モデル地区の対策の推進 

選定したモデル地区において、集中的に対策を行い、出来るだけ早期に効果を発現

させる。さらに、これらの先導的な取り組み事例や、その効果等の情報発信を行い、

推進協議会等を通じてその共有を図る等、計画地域全体に総合治水にかかる取り組み

への理解を深めていくことで、総合治水対策の推進を図る。 

 

(1) たつの市：揖保川町ひばりヶ丘地区 

1）モデル地区指定の考え方 

揖保川町ひばりヶ丘地区は 232 世帯(Ｈ20.4 現在)あり、標高が低いまま圃場から宅

地化された地区であるため、過去から内水被害を生じていた。 

平成 16 年台風 21 号による内水被害を受けて馬路川では、国、県、市が役割分担を

行い、対策を進めてきた。国は本川からの逆流を防止するため、合流部に設置してい

た馬路川排水機場のポンプの増設(10m3/s⇒16m3/s)を行った。県では護岸の嵩上げ(パ

ラペット)を実施し、市では、改善に向けて半田神部中央雨水幹線の整備を行い、一

部暫定供用を開始している。 

現在も、内水被害が生じる地域であり、地元からも内水被害に対する強い要望があ

るため、河川下水道対策をはじめ、田んぼダム、各戸貯留等の流域対策、減災対策を

組み合わせた総合治水対策が必要な地域である。 

 

2）モデル地区で実施する取り組み 

【河川下水道対策】 

県は馬路川の河川対策を検討し、河川の維持管理として、必要に応じて堆積した土

砂の除去や樹木の伐採等を実施する（表 8-1 参照）。 

 

表 8-1 河川下水道対策 

区分 取り組み名称 取り組み内容 取り組み主体 備考 

河川対策 馬路川 ・現在策定中の揖保川水系河川整備計

画(県管理区間)において、対策を検討

していく 

・河床掘削を実施する。 

県  

下水道対策 下水道整備 ・半田神部中央雨水幹線の整備を進め、

浸水被害の軽減を図る。 

たつの市  
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【流域対策】 

県及び市は、モデル地区における取り組みを推進するために、関係機関との調整を

進める。また、県及び市は、学校関係者、流域住民等とも連携して、完成施設の効果

把握に努め、地区全体で流域対策がより一層進むよう、推進協議会の場等を活用した

情報発信に取り組む（表 8-2 参照）。 

 

表 8-2 流域対策 

区分 取り組み名称 取り組み内容 取り組み主体 備考 

雨水貯留施

設(水田) 

田んぼダム ・耕作に影響がない範囲で、田んぼダ

ムせき板設置に努める。 

県民 

 

 

・田んぼダムの啓発活動及び田んぼダ

ムせき板を配布し支援をする。 

県、たつの市  

雨水貯留施

設(各戸貯

留) 

各戸貯留 ・雨水タンク設置に努める。 県民  

・雨水タンクの普及啓発を推進する。 県、たつの市  

・雨水ポンプ設置のための助成制度等

により支援する。 

たつの市  

 

【減災対策】 

減災対策の重要性を県民が認識し、災害時に適切な避難が行えるよう、県民は日頃

より防災学習に取り組み、国、県、市は協力して防災学習の支援に取り組む（表 8-3

参照）。 

 

表 8-3 減災対策 

区分 取り組み名称 取り組み内容 取り組み主体 備考 

訓練の実施 水防訓練の実施 ・避難訓練、ゲリラ豪雨体験等の防災

訓練を実施し、必要に応じて防災マッ

プの見直しを行う。 

国、県、たつ

の市、県民 
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図 8-1 たつの市のモデル地区の概要：揖保川町ひばりヶ丘地区 

※実施内容、範囲については、確定したものではありません。 

馬路川 

馬路川水門及び排水機場 

水路と馬路川

との合流部 

半田中央排水区

雨水幹線 

嵩上げ（パラペット） 

河床掘削等

ひばりヶ丘

： 浸水実績 

： 河川対策(馬路川) 

： 田んぼ 

： 宅地 

： 下水道対策(雨水) 

： 水路流下方向 
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(2) 宍粟市：一宮町安積地区 

1)モデル地区指定の考え方 

宍粟市一宮町安積地区は、旧一宮町の中心地区であり、市民局や消防署等の公共施

設の他、比較的家屋が集中している。揖保川と引原川の合流点であり、中安曇地区は

河川に囲まれており、内外水の氾濫の危険性が高い。 

本地区では、国、県、市町、県民が連携して総合治水に取り組む必要があり、これ

らの幅広い取り組み主体が連携しつつ、総合治水のノウハウを蓄積し、今後有益な情

報を発信していくことが期待される。 

 

2)モデル地区で実施する取り組み 

【河川下水道対策】 

国は河川対策として、河川改修を進めるとともに、河川の維持管理として、必要に

応じて堆積した土砂の除去や樹木の伐採等を実施する（表 8-4 参照）。 

 

表 8-4 河川下水道対策 

区分 取り組み名称 取り組み内容 取り組み主体 備考 

河川対策 曲里地区：揖保川、

引原川 

・堰の改築 

・河床掘削 

国  

中安積地区：揖保川 ・無堤区間の築堤 国  

河川維持管理 ・必要に応じて、土砂撤去や樹木伐採

の実施 

国、県  

 

【流域対策】 

県及び市は、モデル地区における取り組みを推進するために、関係機関との調整を

進める。また、県及び市は、学校関係者、流域住民等とも連携して、完成施設の効果

把握に努め、計画地全体で流域対策がより一層進むよう、推進協議会の場等を活用し

た情報発信に取り組む（表 8-5 参照）。 

 

表 8-5 流域対策 

区分 取り組み名称 取り組み内容 取り組み主体 備考 

雨水貯留施

設(学校) 

兵庫県立伊和高等

学校 

・校庭貯留を実施する。 県  

雨水貯留施

設(水田) 

田んぼダム ・耕作に影響がない範囲で、田んぼダ

ムせき板設置に努める。 

県民 

 

 

・田んぼダムの啓発活動及び田んぼダ

ムせき板を配布し支援をする。 

県、宍粟市  

森林の整備

及び保全 

森林整備 ・針葉樹林と広葉樹林の混交林整備等

により森林の保水力維持に取り組む。

県、宍粟市、

県民 
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【減災対策】 

減災対策の重要性を県民が認識し、災害時に適切な避難が行えるよう、県民は日頃

より防災学習に取り組み、国、市は協力して防災学習の支援に取り組む（表 8-6 参照）。 

 

表 8-6 減災対策 

区分 取り組み名称 取り組み内容 取り組み主体 備考 

浸水による

被害軽減に

関する学習 

防災マップの周知 ・防災マップの周知を図り、必要に応

じて記載内容の見直しを行う。 

宍粟市、県民  

訓練の実施 水防訓練の実施 ・防災マップを踏まえて、防災訓練を

実施し、必要に応じて防災マップの見

直しを行う。 

国、宍粟市、

県民 
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図 8-2 宍粟市のモデル地区の概要：一宮町安積地区 

※実施内容、範囲については、確定したものではありません。 

： 浸水実績 

： 河川対策(揖保川、引原川) 

： 田んぼ 

： 流域対策（校庭） 

揖保川 

引原川 

河道掘削 

築堤 

築堤 

築堤 

築堤 

堰撤去 

堰改築 

協同組合 

兵庫木材センター 

揖保川引原川

一宮町安積地区

：流域対策(森林整備) 

一宮町河原田

波賀町上野

兵庫県立伊和高等学校
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(3) 太子町：揖保川流域圏地区 

 1) モデル地区指定の考え方 

太子町の揖保川流域圏地区は、主に水田であり、全体的に低平地となっている。 

現在、上流域の阿曽地区では田んぼダムの取り組みが進められている。姫路市と隣

接する下流域では、揖保川の氾濫によって想定される浸水深が 1.0～2.0m となり、そ

こには宅地開発された太子ニュータウンが含まれる。 

流域対策の取り組みによって、浸水の軽減と下流域である姫路における蟠洞川流域

の内水被害の軽減効果を発揮することが期待される。 

 

 2) モデル地区で実施する取り組み 

【流域対策】 

県及び町は、モデル地区における取り組みを推進するために、関係機関との調整を

進める。 

また、県及び町は流域住民等とも連携して、計画地全体で流域対策がより一層進む

よう、推進協議会の場等を活用した情報発信に取り組む（表 8-7 参照）。 

 

表 8-7 流域対策 

区分 取り組み名称 取り組み内容 取り組み主体 備考 

雨水貯留施

設(水田) 

田んぼダム ・耕作に影響がない範囲で、田んぼダ

ムせき板設置に努める。 

県民 

 

 

・田んぼダムの啓発活動及び田んぼダ

ムせき板を配布し支援をする。 

県、太子町  

雨水貯留施

設(各戸貯

留) 

各戸貯留 ・雨水タンク設置に努める。 県民  

・雨水タンクの普及啓発を推進する。 県、太子町  

・雨水ポンプ設置のための助成制度等

により支援する。 

太子町  

 

【減災対策】 

減災対策の重要性を県民が認識し、災害時に適切な避難が行えるよう、県民は日頃

より防災学習に取り組み、国、県、町は協力して防災学習の支援に取り組む（表 8-8

参照）。 

表 8-8 減災対策 

区分 取り組み名称 取り組み内容 取り組み主体 備考 

訓練の実施 水防訓練の実施 ・避難訓練、ゲリラ豪雨体験等の防災

訓練を実施し、必要に応じて防災マッ

プの見直しを行う。 

国、県、太子

町、県民 
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(4) モデル施策の取り組み 

(1) 水田貯留（田んぼダム） 

 1) モデル施策指定の考え方 

西播磨地域では、中山間地域を多く抱えており、農業振興地域の農用地区域内に約

6,843ha(H26.3.31 現在)田んぼを有している特色がある一方で、これら田んぼを有す

る農家においては、高齢化・過疎化による農地の遊休化が進んでいるという課題を抱

えている。 

そこで、「景観」、「環境」、「治水」など多面的な機能を持つ「田んぼ」に着目し、

地域ニーズに合った住民主体の田んぼダム事業により、流域対策として、田んぼの治

水機能の拡大を図るとともに、地域住民の環境保全活動や地域防災活動などの意識の

高揚につなげていく。 

さらに、この取り組みを県下で先導的に行うことで、兵庫県の他の地域への普及・

啓発を図り、県下全体での総合治水対策の一層の推進を図ることを期待するものであ

る。 

 

 2) モデル施策で実施する取り組み 

田んぼの排水桝にせき板を設置することで、田んぼに一時的な洪水調節機能を持た

せる「田んぼダム」を普及・啓発させるために、各施策を推進する。 

【田んぼダム事業の推進及び普及啓発】〔新規〕 

①田んぼダム事業の推進 

・田んぼダムの効果を検証する実証実験（県） 

・せき板の配布による田んぼダムの取り組み支援（県・市町） 

・せき板の設置による田んぼダムの取り組み（所有者） 

②田んぼダム事業の普及・啓発 

・活動看板の設置と取り組みを広げる活動冊子の作成（県） 

・せき板の使用状況の確認及び大雨前の水管理の徹底等を図る周知活動（県・市町） 
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8-3. 指定候補施設の選定 

 7-7 で選定した流域対策の指定候補施設を以下に示す（表 8-9 参照）。 

 

表 8-9 指定候補施設一覧(流域対策)(案) 

区分 指定候補施設名 所有者(管理者) 内容 

既存 

施設 

調整池 

 

 

 

南山調整池 たつの市 既存施設の保全 

土師南山調整池 たつの市 既存施設の保全 

播磨龍野企業団地開発事業 たつの市 既存施設の保全 

中山間地域総合整備事業フロンテ

ィア西はりま地区牧公園 

たつの市 既存施設の保全 

第 2期家原遺跡公園造成工事 宍粟市 既存施設の保全 

林業地域総合整備事業オートキャ

ンプ場建設工事 

宍粟市 既存施設の保全 

波賀町総合スポーツ公園整備事業 宍粟市 既存施設の保全 

モデル 

地区 

雨 水 貯 留

浸透施設 

 

伊和高等学校 県 雨水貯留施設の設

置 
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9.  環境の保全と創造への配慮 

河川対策を実施する際には、「ひょうご・人と自然の川づくり」の基本理念や基本

方針に基づき、「ひょうごの川・自然環境調査※）」の結果を踏まえて河川整備を行う

ものとする。すなわち、“安全ですこやかな川づくり”、“流域の個性や水文化と一体

となった川づくり”、“水辺の魅力と快適さを生かした川づくり”という基本理念のも

と、生態系、水文化・景観、親水にも配慮した河川整備を実施する。 

加えて、県が「生物多様性基本法」に基づき、平成 21 年 3 月に策定した「生物多

様性ひょうご戦略」を踏まえて、河川整備に際しては多様な生物の生活環境等に与え

る影響を可能な限り回避･低減または代替できる環境保全措置を講じ、生物多様性の

保全に配慮した川づくりに取り組む。 

また、森林や水田・ため池などを対象とした流域対策を実施する際にも、これらの

自然環境、生物環境、景観などに配慮した事業を行う。 

 

※「ひょうごの川・自然環境調査」： 

生物にとって重要な環境要因と生物との対応関係を明らかにし、人と自然が共生す

る川づくりを効果的に推進するための基礎情報として活用していくことを目的とし

て、兵庫県が県下 14 水系を対象に、平成 14 年度から進めている調査。 

 

9-1. 河川環境に配慮した河道改修や連続性の確保 

揖保川においては、豊かな河畔林や河川特有の植生が多く生育しており、小動物や

鳥類、魚類等の生息・生育の場となっている。そのため、河川整備における河床掘削

や河道拡幅においては、生態系にとって重要な河畔林や河川植生を保全するように努

めるとともに、改変する場合には、在来植生が生育していた表土の再利用や段階的な

施工を行うなど河川植生が早期に回復するようにする。 

また、河川改修にあたっては、瀬や淵の保全再生を図るとともに、河川内の巨石を

可能な限り残すなど、魚類等の生息に配慮する。さらに、魚類等の生息分布域の拡大

と河川の連続性を回復するために、関係機関と連携し、改善効果の高い横断工作物か

ら状況に応じて魚道の整備や構造物の改築等を順次行うとともに本川とワンド・たま

りの連続性に配慮した河川整備を行う。 

 

9-2. 参画と協働による川づくり 

県民の参画と協働により、河川の維持や整備として川づくりの実践を行い、観察会

などのイベントの実施や河川愛護活動団体とのネットワークの強化を図ることで、河

川愛護に向けた県民意識の向上と河川環境の保全に取り組む。 

 

9-3. 森林環境の保全 

森林は流出抑制機能や保水機能を有するだけでなく、生物多様性保全機能、地球環

境保全機能、物質生産機能、快適環境形成機能、保健・レクリエーション機能、文化

機能などの多面的機能を有する。流域対策としての森林の整備や保全を推進すること

により、これらの多面的機能を有する森林環境を保全する。 
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9-4. 水田・ため池環境の保全 

計画地域の水田やため池については、化学肥料や農薬の使用を制限した環境創造型

農業の普及が進められているほか、ほ場整備やため池改修にあたっては、生態系や景

観など、環境との調和への配慮が義務づけられている。また、ため池については、ク

リーンキャンペーン等を通じて管理者や地域住民による環境保全活動が行われてい

る。 

流域対策を実施する際にはこれらの取り組みも踏まえ、水田・ため池の自然環境や

景観保全に配慮する。 
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参-1 

 

西播磨東部（揖保川流域圏）地域総合治水推進計画の各施策の取り組み 

 

表 1 調整池に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

県 ・1ha 以上の開発に対する調整池の設置

指導（民間管理者により重要調整池

を設置予定：たつの市龍野町加治屋

町、洪水調整容量8,539m3）。 

・1ha 以上の開発に対する開発者・施設

所有者への設置・管理の義務付け

（H25.4.1～）。 

・雨水の流出を抑制する機能の維持が特

に必要と認める調整池について、所有

者の同意を得た上で指定調整池とし

て指定し、調整池の所有者等はその機

能維持と適正な管理を行う。 

市町 ・1ha 以上の開発に対して、県との協議

を指導する。 

・左記を継続して実施。 

姫路市 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

たつの市 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

宍粟市 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

太子町 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

 

表 2 学校・公園、その他大規模施設での雨水貯留浸透に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

県 

 

・流域内では、学校や公園での貯留施設

の整備に取り組んでいる。 

・平成16 年より県下全域で透水性舗装

を標準仕様として適用。 

・平成23 年度に「浸透側溝設置ガイド

ライン」を策定。 

・自らが管理する学校・公園等の公共施

設等を利用した貯留施設の整備に努

める。 

・当該貯留施設の整備者と施設管理者と

が管理協定を締結する等により適正

な管理に努め、将来に渡る維持管理に

努める。 

・雨水貯留浸透機能を備え、または維持

することが特に必要と認める施設に

ついて、所有者の同意を得た上で指定

雨水貯留浸透施設として指定する。 

姫路市 - - 

たつの市 - - 

宍粟市 - - 

太子町 - ・新庁舎建設に伴い、駐車場の透水性舗

装、緑化ブロックにより保水性を高め

る。 

 

 



 

参-2 

 

表 3 ため池での雨水貯留に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

県 ・流域内では、ため池管理者に対して、

ため池の日常管理に合わせて豪雨時の

貯水事前放流等の指導を行っている。

・流域内ではため池の改修に併せて、緊

急放流施設の整備を進めている。 

・堂の奥上池、土井上池（たつの市）で

緊急放流工を施工する。 

・ため池貯留について、手法選定も含め

て、施設管理者の理解と協力を得られ

るよう、市町の協力を得ながら地元協

議に努める。 

・雨水貯留浸透機能を備え、または維持

することが特に必要と認める施設に

ついて、所有者の同意を得た上で指定

雨水貯留浸透施設として指定。 

・小河池、山王池、寺の前池(たつの市)

で緊急放流工実施設計の予定である。

姫路市 ・ため池改修計画の策定について

H25.6.10 付県通知「雨水貯留機能を高

めるため池整備指針及び指針の運用に

ついて」により検討を加える 

・左記を継続して実施。 

たつの市 - - 

宍粟市 - - 

太子町 - - 

 

表 4 水田での雨水貯留に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

県 

 
・西播磨地域全体では、240ha で田んぼ

ダム(せき板 949 枚配布)を実施してお

り、その内、揖保川流域圏では、83ha

で田んぼダム(せき板 351 枚配布)を実

施している(H26.8.18 時点)。 

・田んぼダムせき板の無料配布や各種啓

発により、H28 年度までに 600ha※の田

んぼダムの実施を目指す。 

・特にモデル地区で重点的に普及に取り

組み、拡大を図る。 

※西播磨全域の目標数値 

姫路市 ・多面的機能支払交付金事業に取り組む

集落に対し、水田貯留に関する活動の

助言指導。 

・姫路市全域へ田んぼダムを積極的に

PR し、田んぼダムの拡大を図る。 

たつの市 ・3地区(篠首:3.1ha、笹野:8.1ha、下野

田:7.2ha)で田んぼダム(せき板配布)

を実施。 

・たつの市全域へ田んぼダムを積極的に

PR し、田んぼダムの拡大を図る。 

・特にモデル地区で重点的に普及に取り

組み、拡大を図る。 

宍粟市 ・3地区:62ha(宇原、川戸、青木)で田ん

ぼダム(せき板配布)を実施。 

・宍粟市全域へ田んぼダムを積極的に

PR し、田んぼダムの拡大を図る。 

・特にモデル地区で重点的に普及に取り

組み、拡大を図る。 

太子町 ・1地区(阿曽) 田んぼダム(せき板配布)

を実施。 

・太子町全域へ田んぼダムを積極的に

PR し、田んぼダムの拡大を図る。 

・特にモデル地区で重点的に普及に取り

組み、拡大を図る。 



 

参-3 

 

 

表 5 各戸貯留での雨水貯留浸透に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

県 

- 

・雨水貯留浸透機能を備え、または維持

することが特に必要と認める施設に

ついて、所有者の同意を得た上で、指

定雨水貯留浸透施設として指名する。

姫路市 ・200L の貯留タンクを設置し、浸水被害

軽減にかかる住民意識の向上。 

・各家庭及び事業所に対して助成金制

度の実施。 

たつの市 ・住宅に雨水貯留タンクの設置費用の一

部を助成（H25:3 件、H26：10 件予定）。

・助成制度を継続的に実施し、雨水の流

出抑制効果の向上と雨水の有効活用

を促進する。 

宍粟市 - - 

太子町 ・雨水の流出量抑制を図る雨水貯留施設

について、個人が敷地内で設置する小

規模な貯留タンク等について助成制度

を創出。 

・計画は 10世帯、そのうち 3世帯で実施

した(H26.8.29 時点)。 

・助成制度を継続的に実施し、雨水の流

出抑制効果の向上と雨水の有効活用

を促進する。 

 

表 6 貯留施設での雨水貯留量の確保に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

県 

- 

・ため池下流域の浸水被害の発生状況や

ため池の規模、推進協議会の協議内容

等から、貯水量を減じる等の適切な措

置を行うことが計画地域における流

域対策に特に必要と認める施設につ

いて、管理者の同意を得た上で、指定

貯水施設として指定する。 

姫路市 ・台風、豪雨に備えて、ため池の事前放

流の協力依頼を実施している。 

・左記を継続して実施。 

たつの市 ・台風、豪雨に備えて、ため池の事前放

流の協力依頼を実施している。 

・左記を継続して実施。 

宍粟市 ・台風、豪雨に備えて、ため池の事前放

流の協力依頼を実施している。 

・左記を継続して実施。 

太子町 - - 
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表 7 森林保全等に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

県 ・保全のみではなく森の回復と再生を目

指し、平成 14 年度から 10 ヵ年計画で

「新ひょうごの森づくり」を進めた。

現在では、平成 24 年度を初年度とす

る第 2 期計画（10 ヵ年計画）を推進

している。 

・平成 18 年度から導入した県民緑税を

活用し、森林の防災面での機能強化を

早期、確実に進めるため、「災害に強い

森づくり」を推進している。 

・関係機関、森林所有者、地域住民等

と連携し、人工林の間伐等を進める。

・急傾斜地にある間伐対象人工林の表

土侵食の防止対策や高齢人工林の一

部を広葉樹林へ誘導する。 

・保安林・林地開発許可制度を適切に

運用し、無秩序な伐採・開発行為の規

制等に努める。 

姫路市 ・緊急防災林整備、里山防災林整備、針

葉樹林と広葉樹林の混交林の整備、野

生動物育成林、住民参加型森林整備を

実施。 

・野生動物育成林、住民参加型森林整

備を継続して実施。 

たつの市 ・緊急防災林整備、里山防災林整備（H26:

中垣内ほか１地区、計 61ha）、針葉樹

林と広葉樹林の混交林の整備（H26:新

宮 37ha）、野生動物育成林（H26:曽我

井ほか１地区、計 49ha）、住民参画型

森林整備を実施。 

・緊急防災林整備、里山防災林整備、

針葉樹林と広葉樹林の混交林の整備

を継続して実施。 

宍粟市 ・緊急防災林整備、里山防災林整備、針

葉樹林と広葉樹林の混交林の整備

（H26:上野ほか５地区、計 154ha）、野

生動物育成林、住民参画型森林整備を

実施。 

・緊急防災林整備、針葉樹林と広葉樹

林の混交林整備を継続して実施。 

太子町 - - 
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表 8 浸水が想定される区域の指定に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

国 ・浸水想定区域図の周知等により、洪水

ハザードマップの作成を支援する。 

・浸水想定区域内における土地の新規開

発に対して自主防災対策に資する情報

の提供を行い、総合的な被害軽減対策

を関係機関や地域住民等と連携して推

進する。 

・左記を継続して実施。 

県 ・浸水想定区域図の作成。 

・ＣＧハザードマップによる浸水想定区

域等の公開。 

・作成したハザードマップ等のより一層

の利活用を図り、住民が被害にあわな

いために必要な知識の啓発に努める。

市町 ・ハザードマップの作成、周知。 ・ハザードマップのさらなる周知に努め

る。 

姫路市 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

たつの市 (計画地域全体の取り組みと同様) 

・ハザードマップの更新。 

・まるごと・まちごとハザードマップの

実施(35 か所)。 

(計画地域全体の取り組みと同様) 

 

宍粟市 (計画地域全体の取り組みと同様) 

・ハザードマップの更新。 

(計画地域全体の取り組みと同様) 

太子町 (計画地域全体の取り組みと同様) 

・ハザードマップの更新。 

(計画地域全体の取り組みと同様) 
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表 9 浸水による被害の発生に関わる情報伝達に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

県 ・避難判断水位等に到達したことを通知している。

・水位局での 3 時間後の水位予測を及び氾濫予測

を実施し、これを市町や消防・警察へ配信する

ことで的確な避難勧告等の発令や水防活動を支

援（フェニックス防災システム）している。た

だし、揖保川については水位予測は実施してい

ない。 

・河川監視カメラによりリアルタイムの河川情報

をホームページを通じ情報発信 

・地上デジタル放送等を利用した水位情報等の配

信を実施。 

・洪水時の水位予測等を市町へ

配信し、水防活動や避難勧告

等の発令の支援を図る。 

・継続して信頼性を高めていく

必要のあるシステムであるた

め、実績洪水等を踏まえ、シ

ステムの精度向上に取り組

む。 

・今後も正確な配信に努める。

・広報活動等により周知を図る。

姫路市 ・避難勧告等の発令時には緊急速報メール・ひめ

じ防災ネット・防災行政無線(家島・香寺・夢前・

安富)・市のホームページ・FM GENKI・ケーブル

テレビ・地域 SNS ひょこむ・ヤフーと協定を結び

市ホームページにミラーサイトを設置・J アラー

ト情報の自動配信化(FM GENKI・ケーブルテレビ)

等により多重的に情報を発信。 

・広報車や地元消防団による巡回広報等、きめ細

かな情報発信を実施。 

・避難情報等を的確に発信できるように災害時情

報発信マニュアルの整備。 

・災害時情報発信マニュアルに基づく迅速な情報

発信の実施。 

・特別警報の自動配信(FM GENKI、ケーブルテレビ)。

・ツイッターを利用した災害時情報発信。 

・左記を継続して実施。 

たつの市 ・ホームページ、防災ネットを活用し情報発信を

積極的に実施。 

・左記を継続して実施。 

宍粟市 ・音声告知放送システム、ケーブルテレビ、ホー

ムページ等を活用し情報伝達を行う。 

・左記を継続して実施。 

太子町 ・避難勧告等の発令時にはたいし安全・安心ネッ

ト、緊急速報メール、町ホームページ等により

情報を発信するとともに、広報車や消防団など

による巡回広報を実施。 

・左記を継続して実施。 

国土交通省 ・揖保川水系を洪水予報河川に指定し、神戸海洋

気象台と共同して洪水予報を発表し、TV 等のメ

ディアを通じて早期警戒避難を支援している。 

・左記を継続して実施。 
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表 10 「ひょうご防災ネット」等に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

県 ・携帯電話のメール機能、ホームページ

機能を利用して、住民に直接、気象情

報や避難情報等を届ける「ひょうご防

災ネット」を提供している。 

・各種防災情報の入手方法の啓発に努

める。 

姫路市 ・防災ネットへの登録推進のＰＲ等。 ・左記を継続して実施。 

たつの市 ・防災ネットへの登録推進のＰＲ等。 ・左記を継続して実施。 

宍粟市 ・防災ネットへの登録推進のＰＲ等。 ・左記を継続して実施。 

太子町 ・防災ネットへの登録推進のＰＲ等。 ・左記を継続して実施。 

 

表 11 防災リーダーの育成に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

県 ・平成16 年度から地域防災力の向上をね

らいとして「ひょうご防災リーダー講

座」を開催し、人材の育成に努めてい

る。H26年度は120名の募集を実施。 

・「ひょうご安全の日推進事業助成制度」

により、自主防災組織等を支援してい

る。 

・行政、住民、NPO 等、様々な主体の

防災の担い手を育成するため、防災研

修を実施する。 

姫路市 ・ひょうご防災リーダー講座の資料を配布

する等、参加の呼びかけを実施。受講者

64 名。 

・左記を継続して実施。 

たつの市 ・ホームページ、広報誌、防災ネットで

呼びかけを実施(数名が受講)。 

・左記を継続して実施。 

宍粟市 ・ひょうご防災リーダー講座の資料を配

布する等、参加の呼びかけを実施。受

講者(H25 年は該当なし)。 

・左記を継続して実施。 

太子町 ・ホームページ等で、ひょうご防災リー

ダー講座の参加の呼びかけを実施。受

講者 23名（過去から H25 年までの合

計）、H25 年は 3 名 

・左記を継続して実施。 
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表 12 防災マップの作成、支援に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

姫路市 ・地域防災マップづくり事業を実施して

いる（地区連合自主防災会が主体とな

って行い、市は作成にあたり、ワーク

ショップの開催やまち歩きの実施、防

災マップの印刷等について支援）。47

自治会実施。 

・平成24 年度から市内全地区において5

カ年計画で実施を予定。 

たつの市 ・全戸配布(約 3万世帯,215 自治会) 

・転入者配布 

・防災マップの作成支援や活用方策につ

いて検討。 

宍粟市 ・1自主防災会に対して、3 万円を上限

として、作成費用の 1/2 を補助。39自

治会で実施 

・防災マップの作成支援や活用方策につ

いて検討。 

太子町 ・各自治会ごとに防災マップを作成し配

布。67自治会で実施 

・今後、訓練等での活用方策について検

討。 

 

表 13 浸水被害の軽減のための体制整備に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

姫路市 ・市民の防災意識向上のため、職員、消

防防災救急指導員等が公民館等に出向

き、出前講座を実施。38回実施。 

・引き続き、出前講座を実施。 

たつの市 ・消防職員による体験型の出前講座の実

施(激流豪雨体験、起震車)。1回実施。

・引き続き、出前講座を実施。 

宍粟市 ・防災講座の参加を呼びかけ、自主防災

会、民間、高齢者対象等、要望に応じ

て開催。4回実施。 

・引き続き、防災講座を実施。 

太子町 ・「災害に対する備え」の講座名で、自

主防災組織等を対象に実施。5回実施。

・引き続き、防災講座を実施。 

 



 

参-9 

 

 

表 14 水防活動への支援に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

姫路市 ・新設の自主防災会に、50 種のメニュー

から、申請により、資機材を交付。 

・災害時の市民の自主防災活動を支援す

るため、救出救助等に使用する防災資

機材を収納。コミュニティ防災活動の

拠点である小学校等 72箇所に設置。 

・引き続き、防災機材等の支援を実施。

たつの市 ・水防訓練により土嚢を作成し、各地区

に分散備蓄。 

・備蓄倉庫へ器具を購入し保管。 

・引き続き、防災機材等の支援を実施。

宍粟市 ・自主防災会に防災資器材に限定した購

入の補助事業(上限 30 万、購入費の 1/2

補助)を実施。28件。 

・必要に応じて、消防団、自主防災会に

土のうを提供。 

・引き続き、防災機材等の支援を実施。

太子町 ・町防災訓練の参加自治会に対して土の

うの事前保管についての要望調査を実

施。 

・要望のある自治会に対して事前配布。

・引き続き、防災機材等の支援を実施。
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表 15 共助の取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

姫路市 ・地区連合自主防災会単位で構成している「災害

時要援護者地域支援協議会」に対して、災害時

要援護者台帳の作成、更新や、救急医療情報キ

ット（救急搬送の際などに役立てるために、申

請書の写しを入れたカプセル）の配布や、要援

護者支援に係る避難支援訓練や研修会の実施

等を委託。 

・平成 24年度末の台帳に未登録で在宅の重度障

害者等に、市から本事業の案内を送付し、市で

申請を受付。順次各地域支援協議会に提供し情

報共有。 

・左記を継続して実施。 

たつの市 ・災害時要援護者支援マニュアルを活用によりた

つの市、自主防災組織、民生委員と協力。 

・左記を継続して実施。 

宍粟市 ・災害時の要配慮者対策への備えとして、市を

はじめ自主防災組織、消防団等が担う支援対

策、情報伝達体制の整備、個別の避難支援計画

等、市の避難支援プランを作成。 

・市の指定避難所 45箇所に避難所表示板を設置。

・避難行動要支援者名簿の更新を継続的に実施。

・左記を継続して実施。 

太子町 ・要援護者の避難支援を迅速かつ的確に行うた

め、避難行動要支援者名簿（旧災害時要援護者

名簿）を作成し、平常時から要支援者に関する

情報の把握や避難時における支援体制の確立。

・要支援者の登録制度を周知し、更なる支援体

制の強化。 

・左記を継続して実施。 
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表 16 民間事業者との協定締結に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み

姫路市 ・現在までに以下の協定を 50 事業所と締結。 

1)災害時における生鮮食品等の供給協力等相互応援に関する協定 

2)災害時における物資等の輸送に関する協定 

3)災害時における食糧・生活必需品等の確保に関する協定 

4)災害時における物資の供給に関する協定 

5)緊急時における生活物資確保に関する協定 

6)災害時における応急対策業務に関する協定 

7)災害時における災害用トイレ等の供給協力に関する協定 

8)災害情報放送に関する協定 

9)災害等緊急放送の実施に関する協定 

10)災害時等における船舶による輸送等に関する協定 

11)災害時における障害物除去等の協力に関する協定 

12)災害時におけるＬＰガス等の支援協力に関する協定 

・地域防災の貢献に意欲のある事業所を、『姫路市地域防災貢献事

業所』として登録・公表し、平常時から従業員や地域住民の防災

意識の啓発を図るとともに、災害が発生した時には事業所の持つ

能力を重要な防災力として活用することにより、地域防災力の向

上を図っている(登録事業所数：877 事業所)。 

・避難所にて間仕切り等によりプライバシー確保を行うため、民

間事業者と協定の締結を進めている。 

・左記を継続して実

施。 

たつの市 ・民間機関(15 事業所)と以下の協定締結。 

1)災害時等におけるたつの市と龍野郵便局・たつの市内特定郵便

局との相互協力に関する協定書 

2)緊急時における生活物資の確保に関する協定 

3)災害時における食糧・物資の安定供給等に関する協定書 

4)災害時における物資の供給に関する協定書 

5)安全・安心社会の構築に関する協定書 

6)災害時等応急対策協力協定 

7)災害時における応急対策業務に関する協定 

8)災害時における応急救援活動への応援に関する協定書 

9)災害時における緊急測量業務等に関する協定 

10)災害時における障害物除去等の協力に関する協定書 

11)災害に係る情報発信等に関する協定 

12)災害時等における相互協力に関する協定 

・左記を継続して実

施。 

宍粟市 ・災害時等における相互協力、応急対策業務、緊急測量業務、障

害物除去、食糧・生活必需品の確保等の協定を 13事業所と締結。

・左記を継続して実

施。 

太子町 ・災害時等における道路交通確保のための障害物除去作業、食糧・

生活必需品の確保、避難施設の提供等、10 事業所と協定締結。

・左記を継続して実

施。 

 



 

参-12 

 

 

表 17 訓練に実施に関する取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

県 ・毎年増水期前に県・市町や防災関係機関で

構成する「水防連絡会」を実施し、水防に

関する相互の情報共有や連携強化に努め

ている。 

・平成 25 年度兵庫県・播磨広域・姫路市合

同防災訓練を実施する。 

・今後も継続して実施し連携強化に努め

る。 

 

姫路市 ・各消防署単位で、各地区水防訓練の実施。

・姫路市総合防災訓練を実施（年 1 回）。 

・水防上危険が予想される箇所における合同

現地踏査の実施。 

・左記を継続して実施。 

たつの市 ・自主防災組織等が主体で訓練を実施。 

・消防署が出前講座（激流・ゲリラ豪雨体

験等）を実施。 

・左記を継続して実施。 

宍粟市 ・毎年消防・警察合同で水防工法訓練を実施。

・市及び各町の防災訓練(年 4回)時に水防対

応として水防工法訓練等を実施。 

・左記を継続して実施。 

太子町 ・町防災訓練を実施。 

・防災訓練（年 1回）を実施し、危機管理意

識の向上と自主的に実施する自主防災訓

練の実施を促進。 

・左記を継続して実施。 
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表 18 建物等の耐水機能を備えるための取り組み一覧 

対象 H26 までの取り組み H27 以降の取り組み 

計画

地域

全体 

県 

- 

・減災対策に特に必要と認める建物等を

所有者等の同意を得た上で、指定耐水

施設として指定する。 

姫路市 ・浸水想定区域内の地下街(ピオレ姫路、

グランフェスタ、キャッスルガーデン、

中央地下通路)において、避難確保計画

及び浸水防止計画を作成。 

・止水板の設置や電源確保対策が施され

ている。 

・浸水想定区域内の地下街(山陽百貨店、

キャスパビル)において、避難確保計画

及び浸水防止計画の作成。 

・防災拠点となる公共施設では、電気設

備を高所に設置。 

・既に作成している地下街等に、計画に

基づく訓練の実施を促進。 

・左記を継続して実施。 

たつの市 検討中 - 

宍粟市 検討中 - 

太子町 - - 
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場

か
ら
馬

場
 

護
岸
、
橋

梁
 
等

 
県

 
 

 
 

 
 

富
島
川
 

水
系
 

富
島
川

 
河

口
か
ら

水
門
ま

で
 

低
水
護
岸

整
備
、

河
床
掘

削
 

県
 

 
 

 
 

 

大
川

 
大

川
最
上

流
部

 
河

岸
整
備

 
県

 
 

 
 

 
 

 

揖
保

川
水

系
河

川
整

備
計

画

（
国
管
理

区
間

）
に
基

づ
き

事

業
を
推
進

し
て
い

る
 

今
年
度
策

定
予

定
の
揖

保
川

水

系
河
川
整

備
計

画
（
県

管
理

区

間
）
に
基

づ
き

事
業
を

推
進

し

て
い
き
ま

す
。

 

富
島
川
水

系
河

川
整
備

計
画

に

基
づ
き
事

業
を
推

進
し
て

い
る

 



 

参-15 

  

西
播
磨
東
部
（
揖
保
川
流
域
圏
）
地
域
総
合
治
水
推
進
計
画
 
施
策
一
覧
(2
/7
)
  

※
期
間
等
に
つ
い
て
は
、
推
進
計
画
策
定
時
点
に
お
け
る
見
込
み
で
あ
り
、
今
後
、
変
更
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
 

大
項

目
 

小
項

目
 

名
称
 

概
要
 

実
施
 

主
体
 

期
間
 

備
考
 

～
H2
6 

H
2
7

～

H
3
1 

H
3
2

～

H
3
6 

H
3
7～

 

 
(
2
)下

水
道
対

策
 

姫
路
市
 

流
域
下
水
道
 

49
.5

m
m

/h
r(
年

超
過

確
率

1/
10

の
規
模

) 
18

66
.9

h
a 

姫
路
市
 
 

 
 

 
完

成
年
度

未
定

 

た
つ
の
市
 

流
域
下
水
道
 

 公
共
下
水
道
 

 特
定

環
境

保
全

公
共
下
水
道
 

43
.5

m
m

/h
r(
年

超
過

確
率

1/
7
の

規
模

) 
1,

29
8h

a 
43

.4
m

m
/h

r(
年

超
過

確
率

1/
7
の

規
模

) 
80

h
a 

44
.9

m
m

/h
r(
年

超
過

確
率

1/
7
の

規
模

) 
35

h
a 

た
つ
の

市
 

 
 

 
 

完
成
年
度

未
定

 
 整

備
済
み

 
 完

成
年
度

未
定

 

宍
粟
市
 

公
共
下
水
道
 

50
m

m
/h

r(
年

超
過
確
率

1/
7
の

規
模

) 
90

h
a 

宍
粟
市
 
 

 
 

 
完

成
年
度

未
定

 

太
子
町
 

公
共
下
水
道
 

42
.8

m
m

/h
r(
年

超
過

確
率

1/
5
の

規
模

) 
23

.5
h

a 
太
子
町
 
 

 
 

 
完

成
年
度

未
定

 

 



 

参-16 

 西
播
磨
東
部
（
揖
保
川
流
域
圏
）
地
域
総
合
治
水
推
進
計
画
 
施
策
一
覧
(3
/7
) 

※
期
間
等
に
つ
い
て
は
、
推
進
計
画
策
定
時
点
に
お
け
る
見
込
み
で
あ
り
、
今
後
、
変
更
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
 

大
項
目
 

小
項
目
 

名
称
 

概
要
 

実
施
 

主
体
 

期
間
 

備
考
 

～
H2
6 

H
2
7～

H
31
 
H
3
2～

H
36
 
H
3
7～

 

2
.
流
域
対

策
 

 
(
1
)調

整
池
の

設
置
及

び
保
全
 

 
指

定
調

整
池

の
設

置
及
び
保
全
 

県
・

市
町

で
管
理

す
る

調
整

池
を
指

定
調
整

池
に

指
定
し
機
能
維
持
と
適
正
な
管
理
を
行
う
(県

・
市

町
 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

(
2
)土

地
等
の

雨
水
貯

留
浸
透
機

能
の
確

保
 

 
校
庭
・
公
園
、
そ
の

他
大
規
模
施
設
 

流
出

防
止

壁
の

設
置

や
地

盤
の

掘
り

下
げ
に

よ
る

貯
留
機
能
の
確
保
に
努
め
る
(学

校
・
公
園
・
大
規

模
施
設
所
有
者
) 

管
理
者
 
 

 
 

 
 

た
め

池
の

貯
留

機

能
の
強
化
 

た
め

池
の

利
水

容
量

に
余

裕
が

あ
り

管
理
者

の
同

意
を

得
ら

れ
る

場
合

、
洪

水
吐

の
切

り
欠
き

や
取

水
施

設
へ

の
緊

急
放

流
機

能
追

加
な

ど
洪
水

調
節

機
能
向
上
の
た
め
の
改
良
を
行
う
(県

・
市
町
) 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

水
田
 

営
農

に
支

障
が

な
い

範
囲

で
水

田
貯

留
に
取

り
組

む
(
水

田
所

有
者

)
水

田
貯

留
の

普
及

啓
発

に
努

め
、
技
術
的
助
言
・
指
導
を
行
う
(県

・
市
町
) 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

各
戸
貯
留
 

省
エ
ネ
や
地
球
温
暖
化
防
止
に
も
寄
与
す
る
各
戸

貯
留
の
普
及
啓
発
、
支
援
(県

・
市
町
) 

各
戸
貯
留
の
取
り
組
み
(県

民
) 

等
 

 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

県
民
 

 
 

 
 

 

(
3
)貯

水
施
設

の
雨
水

貯
留
容
量

の
確
保
 

 
た

め
池

の
水

位
低

下
 

耕
作

に
影

響
な

い
範

囲
で

洪
水

前
に

た
め
池

の
水

位
低

下
に

よ
る

一
時

貯
留

を
実

施
、

ま
た
落

水
期

に
は

池
の

水
位

を
下

げ
台

風
に

備
え

る
等

(
た

め

池
管
理
者
) 

管
理
者
 
 

 
 

 
 

た
め
池
の
管
理
 

た
め
池
の
日
常
点
検
と
維
持
管
理
、
た
め
池
整
備

5
箇

年
計

画
に

よ
る

施
設

改
修

を
支

援
(
県

・
市

町
・
た
め
池
管
理
者
) 

 

  

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

管
理
者
 
 

 
 

 
 

 

H
25
 

H
25
 



 

参-17 

西
播
磨
東
部
（
揖
保
川
流
域
圏
）
地
域
総
合
治
水
推
進
計
画
 
施
策
一
覧
(4
/7
) 

※
期
間
等
に
つ
い
て
は
、
推
進
計
画
策
定
時
点
に
お
け
る
見
込
み
で
あ
り
、
今
後
、
変
更
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
 

大
項
目
 

小
項
目
 

名
称
 

概
要
 

実
施
 

主
体
 

期
間
 

備
考
 

～
H2
6 

H
2
7～

H
31
 
H
3
2～

H
36
 
H
3
7～

 

 

 

(
4
)ポ

ン
プ
施

設
と
の

調
整
 

 
ポ

ン
プ

施
設

と
の

調
整
 

堤
防
の
決
壊
が
発
生
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
は
、

排
水
停
止
等
適
切
な
操
作
が
行
え
る
よ
う
操
作
規

則
に
明
示
等
、
そ
の
運
用
が
確
実
に
図
ら
れ
る
よ
う

努
め
る
(県

・
市
町
の
ポ
ン
プ
施
設
管
理
者
) 

 

県
 

 
 

 
 

 

管
理
者
 
 

 
 

 
 

(
5
)遊

水
機
能

の
維
持
 

 

遊
水
池
の
保
全
 

霞
堤
の
貯
留
・
遊
水
機
能
維
持
に
努
め
、
山
間
の

農
地
・
荒
れ
地
の
貯
留
・
遊
水
機
能
が
発
揮
さ
れ

る
よ
う
な
地
形
の
保
全
に
努
め
る
(県

・
市
町
・
県

民
) 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

県
民
 

 
 

 
 

 

民
間

の
開

発
等

へ

の
周
知
 

遊
水

機
能

が
高

い
と

考
え

ら
れ

る
土

地
に

配
慮

し
、
民
間
の
開
発
等
に
つ
い
て
も
遊
水
機
能
に
つ

い
て
開
発
業
者
等
に
十
分
周
知
し
、
開
発
抑
制
を

図
る
(県

・
市
町
) 

 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

(
6
)森

林
の
整

備
及
び

保
全
 

 
新

ひ
ょ

う
ご

の
森

づ
く

り
第

２
期

対

策
 

森
林
の
持
つ
公
益
的
機
能
を
高
度
に
発
揮
さ
せ
る

た
め
、
「
新
ひ
ょ
う
ご
の
森
づ
く
り
：
第
2期

対
策

（
H2
4-
33
）
」
を
推
進
す
る
(県

) 

県
 

 
 

 
 

 

災
害

に
強

い
森

づ

く
り
第
２
期
対
策
 

森
林
の
防
災
機
能
を
高
め
る
た
め
、
「
災
害
に
強

い
森
づ
く
り
:第

2期
対
策
（
H2
3-
29
）
」
を
推
進

す
る
(県

) 
 

県
 

 
 

 
 

 

(
7
)山

地
防
災

・
土
砂

災
害
対
策
 

 
山
地
防
災
・
土
砂
災

害
対
策
緊
急

5
箇
年

計
画

に
基

づ
く

治

山
・
砂
防
事
業
 

総
合
治
水
対
策
と
併
行
し
て
、
豪
雨
時
の
森
林
か
ら

の
異
常

な
土

砂
流

出
に

よ
る

河
道
埋

塞
の

防
止

の

た
め
、
「
第

2
次
山
地
防
災
・
土
砂
災
害
対
策
緊
急

5
箇
年
計
画
(仮

称
)(
H2
6-
30
)」

に
基
づ
く
治
山
・

砂
防
事
業
を
推
進
す
る
 
(県

) 
 

県
 

 
 

 
 

 

荒
廃
渓
流
の
整
備
 

総
合
治
水
対
策
と
併
行
し
て
、
豪
雨
時
の
森
林
か
ら

の
異

常
な

土
砂

流
出

に
よ
る

河
道
埋

塞
の
防

止
の

た
め
、
荒
廃
渓
流
の
整
備
に
努
め
て
い
く
（
市
町
）
 

市
町
 

 
 

 
 

 

 

H
24
 

H
33
 

H
23
 

H
29
 



 

参-18 

 西
播
磨
東
部
（
揖
保
川
流
域
圏
）
地
域
総
合
治
水
推
進
計
画
 
施
策
一
覧
(5
/7
) 

※
期
間
等
に
つ
い
て
は
、
推
進
計
画
策
定
時
点
に
お
け
る
見
込
み
で
あ
り
、
今
後
、
変
更
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
 

大
項
目
 

小
項
目
 

名
称
 

概
要
 

実
施
 

主
体
 

期
間
 

備
考
 

～
H2
6 

H
2
7～

H
31
 
H
3
2～

H
36
 
H
3
7～

 

3
.
減
災
対

策
 

 
(
1
)浸

水
が
想

定
さ
れ

る
区
域
の

指
定
・

住
民
の

情
報
の

把
握
 

 
浸

水
想

定
区

域
図

の
作
成
 

浸
水

想
定

区
域

図
を

作
成

し
、

市
町

に
提
供

す
る

と
と
も
に
県
民
へ
の
周
知
に
努
め
る
(県

) 

県
 

 
 

 
 

 

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ

の
作
成
・
配
布
 

浸
水

想
定

区
域

図
の

周
知

等
に

よ
り

、
洪
水

ハ
ザ

ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成
を
支
援
す
る
 

国
 

 
 

 
 

 

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
を

作
成

・
配

布
し

、
最
新

の
情

報
を
反
映
す
る
よ
う
努
め
る
(市

町
)
 

市
町
 

 
 

 
 

 

C
G

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
の
周
知
 

C
G
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
充
実
・
周
知
に
取
り
組
む

(
県
) 

県
 

 
 

 
 

 

ま
る
ご
と
・
ま
ち
ご

と
ﾊｻ
ﾞｰ
ﾄﾞ
ﾏｯ
ﾌﾟ
 

ま
る

ご
と

・
ま

ち
ご

と
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ
の

明
示

に
努
め
る
(市

町
) 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

(
2
)浸

水
に
よ

る
被
害

の
発
生
に

係
る
情

報
の
伝

達
 

 
雨
量
・
水
位
情
報
 

雨
量
・
水
位
情
報
を
発
信
す
る
（
国
県
）
 

国
 

 
 

 
 

 

県
 

 
 

 
 

 

洪
水
予
報
 

洪
水

予
報

(
揖

保
川

)
を

発
表

す
る

(
県

と
気

象
台

の
共
同
) 

国
 

 
 

 
 

 

水
守
 

揖
保

川
流

域
河

川
情

報
シ

ス
テ

ム
”

水
守
”

を
運

用
す
る
(県

) 

県
 

 
 

 
 

 

道
路

ア
ン

ダ
ー

パ

ス
部
の
浸
水
情
報
 

道
路

ア
ン

ダ
ー

パ
ス

部
の

冠
水

情
報

版
の
設

置
を

推
進
す
る
(県

) 

県
 

 
 

 
 

 

防
災
行
政
無
線
、
ｹｰ

ﾌ
ﾞﾙ

TV
、
市
町

HP
 

防
災
行
政
無
線
､ケ

ー
ブ
ル

T
V､
市
町

HP
を
活
用

し
た
情
報
発
信
を
積
極
的
に
行
う
(市

町
) 

市
町
 

 
 

 
 

 

｢
ひ

ょ
う

ご
防

災
ネ

ッ
ト

｣
に

よ
る

情
報

発
信
 

｢
ひ
ょ
う
ご
防
災
ネ
ッ
ト
｣
に
よ
る
情
報
発
信
を
行

う
(県

・
市
町
) 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

市
町

に
対

す
る

情

報
提
供
 

河
川

水
位

予
測

、
氾

濫
予

測
結

果
を

市
町
等

へ
提

供
す
る
(県

) 

県
 

 
 

 
 

 

フ
ェ

ニ
ッ

ク
ス

防
災

シ
ス

テ
ム

の
増

設
等
、

提
供

さ
れ

た
情

報
の

効
率

的
・

効
果

的
な

活
用
方

法
を

検
討
す
る
(市

町
) 

 

市
町
 

 
 

 
 

 



 

参-19 

 西
播
磨
東
部
（
揖
保
川
流
域
圏
）
地
域
総
合
治
水
推
進
計
画
 
施
策
一
覧
(6
/7
) 

※
期
間
等
に
つ
い
て
は
、
推
進
計
画
策
定
時
点
に
お
け
る
見
込
み
で
あ
り
、
今
後
、
変
更
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
 

大
項
目
 

小
項
目
 

名
称
 

概
要
 

実
施
 

主
体
 

期
間
 

備
考
 

～
H2
6 

H
2
7～

H
31
 
H
3
2～

H
36
 
H
3
7～

 

 
(
3
)浸

水
に
よ

る
被
害

の
軽
減
に

関
す
る

学
習
 

 
事

前
の

防
災

情
報

の
提
供
 

防
災

に
関

す
る

出
前

講
座

等
に

よ
り

、
防
災

意
識

の
啓
発
に
努
め
る
（
国
）
 

国
 

 
 

 
 

 

防
災

リ
ー

ダ
ー

の

育
成
 

防
災

リ
ー

ダ
ー

育
成

の
た

め
防

災
研

修
を
実

施
す

る
(県

・
市
町
) 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

防
災

マ
ッ

プ
の

作

成
・
支
援
 

防
災
マ
ッ
プ
の
作
成
(県

民
)、

作
成
支
援
(県

・
市

町
) 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

(
4
)浸

水
に
よ

る
被
害

の
軽
減
の

た
め
の

体
制
の

整
備
 

 
共

助
に

よ
る

避
難

誘
導
、
危
険
箇
所
解

消
 

共
助

に
よ

る
避

難
誘

導
、

危
険

箇
所

解
消
に

努
め

る
(県

・
市
町
) 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

避
難

施
設

等
へ

の

案
内
板
等
設
置
 

避
難

施
設

等
へ

の
案

内
板

等
設

置
に

努
め

る
(
市

町
) 

市
町
 

 
 

 
 

 

水
防
体
制
整
備
 

河
川

・
た

め
池

の
水

防
体

制
整

備
に

努
め

る
(
市

町
) 

市
町
 

 
 

 
 

 

フ
ェ

ニ
ッ

ク
ス

防

災
シ

ス
テ

ム
に

よ

る
情
報
提
供
 

フ
ェ

ニ
ッ

ク
ス

防
災

シ
ス

テ
ム

に
よ

る
情
報

提
供

を
行
う
(県

) 

県
 

 
 

 
 

 

(
5
)訓

練
の
実

施
 

 
水

防
連

絡
会

の
開

催
に

よ
る

情
報

共

有
 

水
防
協
議
会
等
と
の
連
絡
体
制
を
強
化
す
る
（
国
） 

国
 

 
 

 
 

 

水
防

連
絡

会
を

毎
年

開
催

し
、

情
報

共
有
を

図
る

(
県
) 

県
 

 
 

 
 

 

訓
練
の
実
施
 

大
規
模
洪
水
を
想
定
し
た
実
践
的
演
習
、
防
災
関

係
機

関
と

連
携

し
た

水
防

訓
練

を
実

施
す

る

(
国
・
県
・
市
町
) 

国
 

 
 

 
 

 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 
 



 

参-20 

西
播
磨
東
部
（
揖
保
川
流
域
圏
）
地
域
総
合
治
水
推
進
計
画
 
施
策
一
覧
(7
/7
) 

※
期
間
等
に
つ
い
て
は
、
推
進
計
画
策
定
時
点
に
お
け
る
見
込
み
で
あ
り
、
今
後
、
変
更
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
 

大
項
目
 

小
項
目
 

名
称
 

概
要
 

実
施
 

主
体
 

期
間
 

備
考
 

～
H2
6 

H
2
7～

H
31
 
H
3
2～

H
36
 
H
3
7～

 

 
(
6
)建

物
等
の

耐
水
機

能
の
確
保
 

 
建

物
等

の
耐

水
機

能
 

｢
建
物
等
の
耐
水
機
能
に
係
る
指
針
｣
に
基
づ
く
敷

地
嵩
上

げ
、

遮
水

壁
設

置
、

電
気
設

備
高

所
配
置

等
に
努
め
る
(県

民
) 

県
民
 

 
 

 
 

 

防
災
拠

点
施

設
・

避
難

所
の

耐
水
対

策
の

必
要
性

を
検
討
し
、
実
施
す
る
(県

・
市
町
)
 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

(
7
)浸

水
に
よ

る
被
害

か
ら
の
早

期
の
生

活
の
再

建
 

 
｢
フ

ェ
ニ

ッ
ク

ス
共

済
｣
等

へ
の

加
入

促

進
 

｢
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
共
済
｣
等
へ
の
加
入
促
進
に
努
め

る
(県

・
市
町
) 

県
 

 
 

 
 

 

市
町
 

 
 

 
 

 

国
・
県
・
他
市
町
と

の
応
援
協
定
締
結
、

民
間

事
業

者
と

の

連
携
体
制
構
築
 

大
規
模

水
害

時
の

た
め

の
国

・
県
・

他
市

町
と
の

応
援
協

定
締

結
、

民
間

事
業

者
と
の

連
携

体
制
構

築
に
努
め
る
(市

町
) 

市
町
 

 
 

 
 

 

 

H
2
5 



 

参-21 

西
播
磨
東
部
（
揖
保
川
流
域
圏
）
地
域
総
合
治
水
推
進
計
画
 
モ
デ
ル
地
区
の
施
策
一
覧
(1
/
3)
 

 た
つ
の
市
：
揖
保
川
町
ひ
ば
り
ヶ
丘
地
区
 

※
期
間
等
に
つ
い
て
は
、
推
進
計
画
策
定
時
点
に
お
け
る
見
込
み
で
あ
り
、
今
後
、
変
更
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
 

項
目
 

区
分
 

取
り
組
み

名
称
 

取
り
組
み

内
容
 

取
り
組
み
 

主
体
 

期
間
 

備
考
 

～
H2
6 

H
2
7～

H
31
 
H
3
2～

H
36
 
H
3
7～

 

河
川
下
水

道
対
策
 

 
河

川
対
策
 

 
馬
路
川
 

現
在

策
定

中
の

揖
保

川
水

系
河

川
整

備
計

画
(県

管
理
区
間
)に

お
い
て
、
対
策
を
検
討

し
て
い
く
 

県
 

 
 

 
 

 

河
床
掘
削
を
実
施
す
る
 

県
 

 
 

 
 

 

下
水
道
対

策
 

 
下
水
道
整
備
 

半
田
神
部
中
央
雨
水
幹
線
の
整
備
を
進
め
、

浸
水
被
害
の
軽
減
を
図
る
 

た
つ
の
市
 

 
 

 
 

残
事
業
の
実
施
時
期
は
未
定
 

流
域
対
策
 

 
雨

水
貯
留

施
設

(水
田

) 

 
田
ん
ぼ
ダ
ム
 

耕
作
に
影
響
が
な
い
範
囲
で
、
田
ん
ぼ
ダ
ム

せ
き
板
設
置
に
努
め
る
 

県
民
 

 
 

 
 

 

田
ん

ぼ
ダ

ム
の

啓
発

活
動

及
び

田
ん

ぼ
ダ

ム
せ
き
板
を
配
布
し
支
援
を
す
る
 

県
、
た
つ
の
市
 
 

 
 

 
 

雨
水
貯
留

施
設

(各
戸

貯
留

) 

 
各
戸
貯
留
 

雨
水
タ
ン
ク
設
置
に
努
め
る
 

県
民
 

 
 

 
 

 

雨
水
タ
ン
ク
の
普
及
啓
発
を
推
進
す
る
 

県
、
た
つ
の
市
 
 

 
 

 
 

雨
水
ポ
ン
プ
設
置
の
た
め
の
助
成
制
度
等

に
よ
り
支
援
す
る
 

た
つ
の
市
 

 
 

 
 

 

減
災
対
策
 

 
訓

練
の
実

施
 

 
水
防
訓
練
の
実
施
 

防
災
訓
練
を
実
施
し
、
必
要
に
応
じ
て
防
災

マ
ッ
プ
の
見
直
し
を
行
う
 

国
、
県
、
た
つ

の
市
、
県
民
 

 
 

 
 

 

 



 

参-22 

西
播
磨
東
部
（
揖
保
川
流
域
圏
）
地
域
総
合
治
水
推
進
計
画
 
モ
デ
ル
地
区
の
施
策
一
覧
(2
/
3)
 

 宍
粟
市
：
一
宮
町
安
積
地
区
 

※
期
間
等
に
つ
い
て
は
、
推
進
計
画
策
定
時
点
に
お
け
る
見
込
み
で
あ
り
、
今
後
、
変
更
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
 

項
目
 

区
分
 

取
り
組
み

名
称
 

取
り
組
み

内
容
 

取
り
組
み
 

主
体
 

期
間
 

備
考
 

～
H2
6 

H
2
7～

H
31
 
H
3
2～

H
36
 
H
3
7～

 

河
川
下
水

道
対
策
 

 
河

川
対
策
 

 
曲

里
地

区
：

揖
保

川
、
引
原
川
 

堰
の
改
築
、
河
床
掘
削
 

国
 

 
 

 
 

 

中
安
積
地
区
：
揖
保

川
 

無
堤
区
間
の
築
堤
 

国
 

 
 

 
 

 

河
川
維
持
管
理
 

必
要
に
応
じ
て
、
土
砂
撤
去
や
樹
木
伐
採
の

実
施
 

国
・
県
 

 
 

 
 

 

流
域
対
策
 

 
雨

水
貯
留

施
設

(学
校

) 

 
兵

庫
県

立
伊

和
高

等
学
校
 

校
庭
貯
留
を
実
施
す
る
 

県
 

 
 

 
 

実
施
時
期

は
未
定
 

雨
水
貯
留

施
設

(水
田

) 

 
田
ん
ぼ
ダ
ム
 

耕
作
に
影
響
が
な
い
範
囲
で
、
田
ん
ぼ
ダ
ム

せ
き
板
設
置
に
努
め
る
 

県
民
 

 
 

 
 

 

田
ん

ぼ
ダ

ム
の

啓
発

活
動

及
び

田
ん

ぼ
ダ

ム
せ
き
板
を
配
布
し
支
援
を
す
る
 

県
、
宍
粟
市
 

 
 

 
 

 

 
森

林
の
整

備
及
び

保
全
 

 
森
林
整
備
 

針
葉

樹
林

と
広

葉
樹

林
の

混
交

林
整

備
等

に
よ
り
森
林
の
保
水
力
維
持
に
取
り
組
む
 

県
、
宍
粟
市
、

県
民
 

 
 

 
 

 

減
災
対
策
 

 
浸

水
に
よ

る
被
害

軽
減
に

関
す
る

学
習
 

 
防

災
マ

ッ
プ

の
周

知
 

防
災
マ
ッ
プ
の
周
知
を
図
り
、
必
要
に
応
じ

て
記
載
内
容
の
見
直
し
を
行
う
 

宍
粟
市
、
県
民
 
 

 
 

 
 

 
訓

練
の
実

施
 

 
水
防
訓
練
の
実
施
 

防
災
マ
ッ
プ
を
踏
ま
え
て
、
防
災
訓
練
を
実

施
し
、
必
要
に
応
じ
て
防
災
マ
ッ
プ
の
見
直

し
を
行
う
 

国
、
宍
粟
市
、

県
民
 

 
 

 
 

 

揖
保

川
水

系
河

川
整

備
計

画

（
国
管
理

区
間

）
に
基

づ
き

事

業
を
推
進

し
て
い

る
 



 

参-23 

西
播
磨
東
部
（
揖
保
川
流
域
圏
）
地
域
総
合
治
水
推
進
計
画
 
モ
デ
ル
地
区
の
施
策
一
覧
(3
/
3)
 

 太
子
町
：
揖
保
川
流
域
圏
地
区
 

※
期
間
等
に
つ
い
て
は
、
推
進
計
画
策
定
時
点
に
お
け
る
見
込
み
で
あ
り
、
今
後
、
変
更
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
 

項
目
 

区
分
 

取
り
組
み

名
称
 

取
り
組
み

内
容
 

取
り
組
み
 

主
体
 

期
間
 

備
考
 

～
H2
6 

H
2
7～

H
31
 
H
3
2～

H
36
 
H
3
7～

 

流
域
対
策
 

 
雨

水
貯
留

施
設

(水
田

) 

 
田
ん
ぼ
ダ
ム
 

耕
作
に
影
響
が
な
い
範
囲
で
、
田
ん
ぼ
ダ
ム

せ
き
板
設
置
に
努
め
る
 

県
民
 

 
 

 
 

 

田
ん

ぼ
ダ

ム
の

啓
発

活
動

及
び

田
ん

ぼ
ダ

ム
せ
き
板
を
配
布
し
支
援
を
す
る
 

県
、
太
子
町
 

 
 

 
 

 

雨
水
貯
留

施
設

(各
戸

貯
留

) 

 
各
戸
貯
留
 

雨
水
タ
ン
ク
設
置
に
努
め
る
 

県
民
 

 
 

 
 

 

雨
水
タ
ン
ク
の
普
及
啓
発
を
推
進
す
る
 

県
、
太
子
町
 

 
 

 
 

 

雨
水
ポ
ン
プ
設
置
の
た
め
の
助
成
制
度
等

に
よ
り
支
援
す
る
 

太
子
町
 

 
 

 
 

 

減
災
対
策
 

 
訓

練
の
実

施
 

 
水
防
訓
練
の
実
施
 

防
災
訓
練
を
実
施
し
、
必
要
に
応
じ
て
防
災

マ
ッ
プ
の
見
直
し
を
行
う
 

国
、
県
、
太
子

町
、
県
民
 

 
 

 
 

 

揖
保
川
流

域
圏
地

区
：
阿

曽
、
下

阿
曽
、

福
地
、

老
原
、

常
全
、

宮
本
、

船
代
、

岩
見
構

上
、
岩

見
構
下

、
太
子
ニ
ュ
ー

タ
ウ
ン

、
吉
福

、
沖
代

、
米
田

、
塚
森

、
蓮
常

寺
を
含

む
。
 



 

参-24 

西
播
磨
東
部
（
揖
保
川
流
域
圏
）
地
域
総
合
治
水
推
進
計
画
 
モ
デ
ル
施
策
一
覧
 

 水
田
貯
留
(田

ん
ぼ
ダ
ム
) 

※
期
間
等
に
つ
い
て
は
、
推
進
計
画
策
定
時
点
に
お
け
る
見
込
み
で
あ
り
、
今
後
、
変
更
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
 

項
目
 

区
分
 

取
り
組
み

名
称
 

取
り
組
み

内
容
 

取
り
組
み
 

主
体
 

期
間
 

備
考
 

～
H2
6 

H
2
7～

H
31
 
H
3
2～

H
36
 
H
3
7～

 

流
域
対
策
 

 
田

ん
ぼ
ダ

ム
事
業

の
推
進

及
び
普

及
啓
発
 

 
田

ん
ぼ

ダ
ム

事
業

の
推
進
 

田
ん

ぼ
ダ

ム
の

効
果

を
検

証
す

る
実

証
実

験
 

県
 

 
 

 
 

 

せ
き

板
の

配
布

に
よ

る
田

ん
ぼ

ダ
ム

の
取

り
組
み
支
援
 

県
、
市
町
 

 
 

 
 

目
標
値

※
 

H
2
6：

1
00
ha
 

H
2
7：

2
00
ha
 

H
2
8：

3
00
ha
 

せ
き

板
設

置
に

よ
る

田
ん

ぼ
ダ

ム
の

取
り

組
み
 

所
有
者
 

 
 

 
 

田
ん

ぼ
ダ

ム
事

業

の
普
及
・
啓
発
 

活
動

看
板

の
設

置
と

取
り

組
み

を
広

げ
る

活
動
冊
子
の
作
成
 

県
 

 
 

 
 

 

せ
き

板
の

使
用

状
況

の
確

認
及

び
大

雨
前

の
水
管
理
の
徹
底
等
を
図
る
周
知
活
動
 

県
、
市
町
 

  
 

 
 

 

 
※
数
値
は
西
播
磨
全
域
の
目
標
値
 
 

  



 

参-25 

 

流域対策による浸水被害軽減効果の試算 

 

今後の協議会で検討予定。 


